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東京砂漠を救った利根導水路事業

オリンピック開催を目前に控え、東京は大渇水にあえいでいた。1964年 8月の給水制限
ピークは 1日15時間断水となり、オリンピックの水泳競技や選手村の飲料水確保も懸念さ
れる状況だった。東京の人口急増と水道普及、経済成長による工業用水需要、電気洗濯機
や水洗トイレの普及などライフスタイルの変化も水需要を増加させ、河川水質も悪化の一
途をたどっていた。
もはや利根川から東京まで水を導くしかなかった。しかし、利根川上流ダム群の完成は

67年以降。そこで荒川の水を利用することで急場をしのごうとした。63年11月に秋ヶ瀬取
水堰と朝霞水路を着工し、オリンピック開会式 1か月前に都市用水と隅田川浄化用水の暫
定通水にこぎ着けた。

68年までに矢木沢ダム・下久保ダムなどのダム群と水利施設が完成し、さまざまな犠牲
を払ったうえで利根導水路事業が完了した。奥利根で開発された水を利根大堰（行田市）
で受け止め、都市用水、浄化用水と農業用水の取水口を統合（合口）して取水。14.5kmの
武蔵水路を通し鴻巣市糠田で荒川へ合流。19km下流の秋ヶ瀬取水堰で再び取水し、東京
と埼玉の各浄水場に送る。現在では年間18億トンの水を利根川から取水し、農地約 2万
3,300haへ農業用水、首都圏（東京・埼玉・群馬）約1,200万人へ水道用水および約700事業
所へ工業用水を送り続けている。
この利根導水路事業の原型ともいえるのが、江戸中期に開削された見沼代用水だ。江戸

前期に武蔵東部低地開発のため利根川東遷・荒川西遷が行われ、葛西用水や溜め池の整備
によって埼玉東部の新田開発が進んだが、享保の改革の頃には水不足が深刻になっていた。
そこで、幕命を受けた井沢弥惣兵衛為永は見沼溜井に代わる約60kmの用水路を開削し、

新田開発と水不足を一挙に解決した。現在の利根大堰上流150mに利根川の水を取り入れ
る元

もといり

圦を設け、水路が途中で交差する元荒川は、伏越（川底の下に木製樋管を通す）で潜ら
せ、綾瀬川は掛渡井（水路の橋）で越えた。この工法は現在の武蔵水路にも応用されている。
芝川新川開削も含めた総延長84.5kmを、半年の工期で1728年（享保13年）に完成させた。
驚くのは、江戸時代の先人が残した用・排水の水路系統が、現在でも活用される完成の

水準に達していたことだ。見沼代用水土地改良区には、当時測量に使った水盛器の模型が
展示されている。竹製の簡素な器具でありながら、5,000分の 1の緩勾配の地において
60kmの測量がわずか 6 cmの誤差であったという。このような江戸時代の農業土木投資が
江戸・東京を養ってきたともいえよう。
水資源の問題は、長期的視野から将来起こると推測される問題に早めに手を打たないと

解決が困難となり、大渇水のような事態へ長期間直面することだ。社会・経済の正確な将
来予測は難しいが、生産年齢人口が減少を続ける日本において、次の世代に残す社会・農
業のインフラは何が求められていくのか。せめて30年先の未来を見据え、地域社会と農業
をどのように構築していくのか、国土のあり方も含めさまざまな観点から考える時期でな
いだろうか。
今年は利根導水管理開始50年、見沼代用水開削290年を迎えた。大きな渇水こそなかっ
たが猛暑・災害続きであったこの夏、 8月下旬にこれらの水利施設を見学する機会を得た。
その日の利根大堰の流量は毎秒89トン、そこから80トンを取水していた。

（（株）農林中金総合研究所　取締役食農リサーチ部長　北原克彦・きたはら かつひこ）
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農協における他組織との効果的な連携と展開
─農協と大学・鉄道会社との連携事例を通じて─

〔要　　　旨〕

農協による地域活性化・貢献活動に対する取組みは、少子高齢化などの進行に伴い一層重
要になっていくと考えられる。一方で、農協が単独で取り組むには人的、経営的に限界があ
り、今後は同じように地域に根ざした他組織と連携・協力することが効率的・効果的である。
本稿では農協と大学・鉄道会社との連携事例を紹介する。
農協と大学との連携内容としては、①地元農産物を用いたレシピ開発、②大学の知識・技

術の地元農業生産への還元、③農業体験ツアー等のイベント企画・実施、がある。
鉄道会社と農協および他組織との「農」に関連した連携内容としては、①農業体験、②貸

農園・体験農園、③駅での農産物の直売、④車内での農産物・加工品の販売、⑤車内での地
元食材を使用した食事の提供、がある。
連携にあたっては、基本的なパターンを認識し適応することによって、目的にかなう連携

が可能と考えられる。ここではドラッカー財団の分類を参考に、チャリティ（寄付）型、ト
ランザクション（取引）型、インテグレーション（共通目的）型の 3つを提示する。そのなかで、
地域活性化・貢献活動にあたっては、地域密着型組織とインテグレーション型の連携を進め
ていくことが重要といえる。インテグレーション型の連携にあたっては、①組織内の理解、
②連携先の選定、③共通目的の設定、④連携内容の検討、⑤連携内容の実施という手順が必
要と考える。

主任研究員　尾中謙治

目　次 
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1　農協と大学との連携の現状と課題
（1）　現状
（2）　課題
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に関連した連携の現状と課題

（1）　現状
（2）　課題
3　農協と他組織との連携パターン
（1）　チャリティ（寄付）型の連携

（2）　トランザクション（取引）型の連携
（3）　インテグレーション（共通目的）型の連携
4　 インテグレーション型の連携にあたっての
プロセス

（1）　組織内の理解と連携先の選定
（2）　共通目的の設定
（3）　連携内容の検討
（4）　連携内容の実施
おわりに
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には「農協と鉄道会社の連携の可能性に関

する調査」を実施した。本稿ではその調査

結果に基づき、農協と大学との連携、鉄道

会社と農協および他組織との「農」に関連

した連携の現状と課題を紹介し、農協と他

組織との連携パターン、他組織との連携に

あたってのプロセスを提示する。農協が他

組織と効果的な連携と展開を図るにあたっ

ての参考に資することを目的とする。
（注 1） 「関係人口」とは、移住した「定住人口」で
もなく、観光に来た「交流人口」でもない、地
域や地域の人々と多様に関わる者（総務省『関
係人口』ポータルサイトより）。

1　農協と大学との連携の
　　現状と課題　　　　　

06年に改正された教育基本法には、「大学

は、学術の中心として、高い教養と専門的

能力を培うとともに、深く真理を探究して

新たな知見を創造し、これらの成果を広く

社会に提供することにより、社会の発展に

寄与するものとする」と記されており、社

会・地域への貢献が大学の使命であること

が明文化されている。大学（短期大学を含

む）は、地（知）の拠点として地域貢献や活

性化への積極的な取組みが求められており、

これによって大学が地域等に支えられる機

関として確立していくと考えられている。

（1）　現状

農協と連携している６大学をヒアリング

したところ、連携内容は、①地元農産物を

用いたレシピ開発（３校）、②大学の知識・

はじめに

一定の地域内で活動する農協は地域と一

体となった存在であり、地域内の人口減少

や経済の衰退は農協の組織・事業基盤の弱

体化につながる。同様のことは、地域に根

ざした組織である商工会議所や商工会、商

店街、鉄道会社、学校、地元スポーツチー

ム・団体等にも該当する。そこで、各組織

は地域価値を長期的に高める地域活性化に

関連する取組みを行うことによって、既存

住民の転出抑制や新住民の転入促進、交

流・関係人口
（注1）
の増加を促し、事業・活動基

盤の維持・発展を図ろうとしている。

農協は、営農指導をはじめ新規就農者・

担い手の育成・支援や農地の流動化・利用

集積、６次産業化等、幅広く地域農業振興

に関わる取組みを、単独もしくは地方公共

団体等の他組織と連携しながら積極的に実

施している。また、農協は地域貢献活動と

して支店を拠点とした１支店１協同活動や

食農教育、高齢者等に対する助けあい活動

などに、青年部・女性部等の組合員組織か

らの協力を得ながら取り組んでいる。この

ような取組みは地域活性化に有益であり、

地域における農協の重要性は一層高まると

考えられる。しかし、農協が単独で取り組

むには人的、経営的に限界があり、同じよ

うに地域に根ざした他組織と連携・協力す

ることが効率的・効果的である。

そこで、2015年度に「地域振興における

大学と農協との連携に関する調査」、17年度
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連携の副次的な効果として多かったのは、

学生が地元の農産物や農協に対する理解を

深めていることである。具体的な事象とし

ては、学生の農協直売所でのアルバイトや

農協への就職、大学の文化祭での地元野菜

の販売等がある。

大学の連携のメリットとしては、地元農

産物への理解や農協事業・活動への関与、

習得した知識の実践等、学生への効果的な

教育の実現を挙げている。学生とその父兄

の食育、地産地消への理解の向上を指摘す

る大学も多い。少数ではあるが、大学は

「中立性」があるために、地域貢献活動をす

るうえで地域の選定が課題となるが、農協

を通じることによって選定問題を回避でき

る点をメリットとして挙げている。

農協と大学との連携のきっかけとしては、

大学教員と農協職員との属人的・個別的な

つながりから生じたものが多いが、近年は

大学の連携の専門窓口（地域連携課など）を

通じた農協との連携も増えている。農協と

大学が産学連携協定を締結して、地域課題

に取り組んでいるケースもある。

（2）　課題

農協と大学との連携にあたっての課題と

して、農協の連携窓口・体制の未整備があ

る。大学が農協との連携を考えても連絡先

が不明であり、連絡できずに連携が実現し

なかったこともある。農協内に連携の専門

部署を設けることは容易ではないかもしれ

ないが、対外的に窓口を明確にする必要性

はあると考えられる。また、連携にあたっ

技術の地元農業生産への還元（２校）、③農

業体験ツアー等のイベント企画・実施（１

校）の３つに大別でき、いずれも食・農に

関連する分野を中心とする連携である。大

学の関わり方としては、教員と学生が一緒

に関わっているケースが多く、学生は授業

の一環、課外活動、ボランティアといった

様々な形で関わっている。

①レシピ開発は、地元農産物をPRするた

めの料理や弁当、もしくは農協の配食サー

ビスやデイサービスの利用者向けの地元農

産物を活用した料理などである。レシピは

農協直売所で配布されたりしており、農産

物の販売促進に貢献している。

②大学の知識・技術の地元農業生産への

還元は、生産が激減した品種の復活・普及

や新たな農業技術の開発・普及（土壌分析・

追肥設計による有機栽培等）である。大学の

知識・技術は農協を通じて希望する生産者

に普及が図られている。希少品種の普及の

事例では、それによって生産面積が拡大し、

農家の農業所得の向上を実現している。加

えて、加工品開発も進み、今後は地域の新た

な特産品にしていくことも検討されている。

③農業体験ツアー等のイベント企画・実

施に取り組んでいたのは１校であったが、

これは実際の企画・運営は大学生が担い、

農協は学生との事前の企画案づくり、対象

となる農場等の選定・交渉、ホームページ

等を通じた募集、当日のサポート等の支援

を行うものである。イベントを通じて、大

学生をはじめ地域住民に農業・農協への理

解促進が図られている。
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「農」に関連した取組みを行っている鉄

道会社７社をヒアリングしたところ、取組

みとしては、①農業体験（２社）、②貸農

園・体験農園（２社）、③駅での農産物の直

売（３社）、④車内での農産物・加工品の販

売（２社）、⑤車内での地元食材を使用した

食事の提供（２社）がある。鉄道会社の連

携先は、農協や農協女性部、農家女性グル

ープ、農協以外の他組織と様々である。

（1）　現状

ａ　農業体験

農業体験は、参加者が鉄道を利用してほ

場に行き、野菜の収穫等を体験するもので

ある。鉄道会社が農協と連携している事例

では、駅からの移動途中に農協の直売所等

の見学を含んでいるものもあり、参加者に

農協のことを知ってもらうよい機会となっ

ている。鉄道を使っての農業体験に対する

鉄道会社のニーズは高く、参加者にも人気

がありリピーターも多い。鉄道会社のなか

には、農協と連携できるのであれば、農業

を組み合わせたツアーの企画・開催をした

いと考えており、それによって地元農産物

のPRや地域活性化につながることを期待

している。農業体験を提供している農協の

目的は、地域の人々に「農」への関心をも

ってもらうことと地産地消の促進である。

鉄道会社と連携する農協のメリットは、募

集にあたっての車内づりやチラシ（駅舎等

への備置）等の多様なツールの活用があり、

これによって農協が単独で告知するよりも

多様な層にアプローチできることである。

ての費用負担も課題である（レシピ開発時の

食材や調味料の調達費など）。さらに、連携

が大学教員と農協職員による個人的な関係

からスタートしているものが多いため、教

員の転職や職員の異動によって連携が途絶

える可能性が不安視されている。その対策

として農協と大学が連携協定を結ぶのもひ

とつの方法である。

農協に対する大学からの要望としては、

「地域農業や農産物に関するレクチャーを

して欲しい」「農協が学生をどのように活用

したいのかを理解したいし、学生にミッシ

ョンを与えて欲しい（農協が何を大学に望ん

でいるのかが明確ではない）」などが挙げら

れている。これは農協と大学との関係性が

十分でないために聞かれる要望であり、話

合い等を通じて解消されていくものと考え

られる。

2　鉄道会社と農協および他組織
　　との「農」に関連した連携の
　　現状と課題　　　　　　　　

鉄道会社（鉄道事業者）は、地域住民の利

用頻度の向上や観光客獲得のために、様々

な取組みを行っており、そのなかには地域

組織・団体との連携を通じた観光振興や駅

弁等の特産品の開発、情報発信等がある。

農協や農家が鉄道会社と連携しているケー

スもあり、今後は鉄道会社と連携した農産

物の販売をはじめとした地域活性化は、農

協にとっても必要な取組みのひとつと考え

られる。
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ｃ　駅での農産物の直売、車内販売、車内

での食事の提供

駅での農産物の直売は３社が実施してい

るが、運営の仕方は各社各様である。２社

は駅のスペースを生産者に貸し出す形態で

あり、１社は鉄道会社自らが出荷する農家

を集め、彼らから農産物を買い取って駅の

スペースで販売している。駅で直売をする

目的は、「鉄道ご利用のお客様へのサービス

の向上（駅のにぎわいの創出）、沿線住宅に

住んでいただくための付加価値向上（生産

地に行かなくても最寄り駅で地元野菜が購入

できる）、地産地消の促進による沿線地域の

活性化」である。鉄道会社のなかには駅前

で農業者によるマルシェ等を実施したいと

いうところもある。

車内販売は２社で実施しており、１社は

農家女性グループによる地元農産物・加工

品の販売であり、ほかに駅舎でのイベント等

でも直売を行っている。女性グループのメ

ンバーは活動にやりがい・生きがいを感じ

ており、農産物の生産・加工にも積極的に

取り組んでいる。もう１社は地元の菓子店

や総菜業者等が列車に乗って新商品を販売

する形態であり、地元商工業者にテストマ

ーケティングができる機会を提供している。

車内での食事の提供は２社で実施してい

る。内容は、沿線の農家女性が旬の料理を

いくつかの駅から一品ずつ積み込んで、乗

客にフルコースを提供するというもので、

イベント列車として位置づけられている。

このイベント列車は、農家女性とのふれあ

いも魅力となって、多くの参加者を集めて

それによって、地域に広くPRされ、今まで

接点のなかった外部の人々との交流機会も

創出されるので、農家や農協職員のモチベ

ーションの向上にもつながっている。

ｂ　貸農園・体験農園

貸農園・体験農園（以下「体験農園」とい

う）を提供している鉄道会社は２社あった

が、両社とも農園の運営にあたっては農協

以外の他組織を活用している。１社は、当

初全３回（座学、植付け、収穫）の農業体験

を開催し、その経験を生かして、１年間で

全12回開催する農業体験や農園利用方式に

よる体験農園等を展開している。もう１社

は、鉄道のトンネルの上の土地活用として

体験農園を提供している。

鉄道会社のなかには沿線農家と連携して

体験農園を提供したいというところもあり、

体験農園に対する鉄道会社のニーズは高い。

しかし、地域の鉄道会社であっても体験農

園を単独で展開することは、農地や周辺農

家との調整等で容易ではない。農協は鉄道

会社を農業参入の１事業者として捉え、体

験農園の展開を支援することによって、地

域の農業振興を図るというのも一手である。

体験農園等によって就農・定住につながる

ことを期待している鉄道会社もある。別の

視点として、鉄道会社には、トンネルの上や

高架下等の遊休地の活用が課題となること

があり、この遊休地は草刈り等の土地管理

コストがかかり、景観が悪くなるなどの問

題がある。農協は当地を活用して、体験農

園や直売所等を展開することも考えられる。
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即効性のあるものではなく、少しずつ効果

が発現するものと考えられるので、根気強

く継続的に取り組むことが求められ、それ

を経営者や組合員が理解・容認する必要が

ある。

3　農協と他組織との
　　連携パターン　　

大学や鉄道会社を含めた他組織と連携し

た農協の取組みを調査してきたが、連携に

対する取組み方・方針は様々であり、それ

によって連携内容や効果、継続性、その後

の展開等に違いがあった。連携の基本的な

パターンを認識し適応することによって、

目的にかなう連携が可能と考えられる。ド

ラッカー財団（P.F.Drucker Foundation）に

よるNPOと企業とのパートナーシップの３

類型（チャリティ型、トランザクション型、イ

ンテグレーション型）が参考になるので、以

下では農協と他組織との関係に基づいて３

類型を紹介する
（注2）
（第１図）。

いる。テレビや雑誌にも取り上げられ人気

は継続しており、鉄道だけでなく地域のPR

にもつながっている。

（2）　課題

農協と鉄道会社の連携にあたっての一番

の課題は接点がないことである。鉄道会社

と農協が連携していた事例のきっかけのひ

とつには、農協の講演会で鉄道会社の社員

が講師を務めたことがあった。農協も鉄道

会社も「相手が何ができるのか。何をもっ

ているのか」がわからない状態であり、ま

ずは他組織に対する情報開示・共有と接点

づくりが必要である。

ほかの課題としては、連携による効果の

測定が難しいことがある。地元農産物や農

協を知ってもらうために取り組んでいる農

業体験などは短期的に効果が出るものでは

ないが、マスコミ等に取り上げられる機会

も多いことを加味すれば、広告宣伝費とし

て位置づけることも可能であろう。地域価

値を長期的に高める地域活性化の取組みは、

第1図　3つの連携パターン

資料　筆者作成

①チャリティ（寄付）型

他組織農協 農協 他組織

②トランザクション（取引）型

農協

地域活性化・貢献

他組織

③インテグレーション（共通目的）型

※一方の組織だけが資源を提供する連携

※地域活性化・貢献に関する共通目的実現のための連携

※双方の組織が自組織のメリットを得るために連携
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（注 2） 岸田・高浦編（2003）。

（1）　チャリティ（寄付）型の連携

チャリティ型とは、一方の組織がもう一

方の組織に主に資金（寄付）による支援を

行う連携である。この型で農協に多いのは、

他組織への食材の提供であろう。農協とし

ては他組織からの理解を得ることやファン

づくり、地域貢献を目的としてチャリティ

型の連携を実施しているところもあるが、

他組織の活動自体に対して農協が関わるこ

とは基本的にない。これに対して、Ａ農協

では食材の提供にあたって、その食材を活

用する他組織のイベントで地域農業・農協

のパネルの展示やシアターの上映、農協職

員による講演等を提案し、受け入れられた

ところに協力するという姿勢をとっている

（チャリティ型からトランザクション型に移

行）。災害復興等の特別なケースは別である

が、チャリティ型の連携にあたっては、上

述のように農協の目的にかなう取組みを交

換条件として提示して、トランザクション

型の連携への移行を検討することも重要で

あろう。

チャリティ型の連携の課題には連携先の

選定がある。連携先が信頼できる組織・団

体であることが必須である。それに加えて、

そのような対象すべてと連携することはで

きないので、一定の条件を設定することが

必要である。しかし、それが困難なため、

NPO法人やボランティア団体等との連携に

消極的な農協もある。

チャリティ型で、連携先の選定や地域課

題の解決支援、ファンづくりを効果的に実

践している企業の例としては、イオン株式

会社が環境・社会貢献活動の一環として取

り組んでいる「イオン 幸せの黄色いレシー

トキャンペーン」がある。これは毎月11日

に事前登録している地域ボランティア団体

等の名前と活動内容を書いた投かんBOXが

イオンの各店舗に設置され、イオンでの購

買者はレシートを応援したい団体の投かん

BOXに入れると、購入金額の１％分が地域

ボランティア団体等の希望する品物として

イオンから寄贈されるという取組みである。

助成を受けるボランティア団体等は、事前

にイオンによって活動分野が、①福祉の増

進を図る活動、②環境保全・環境学習の推

進を図る活動、③街づくりの推進を図る活

動、④文化・芸術の振興を図る活動、⑤子

どもの健康と安全の増進を図る活動、に限

定されており、そのほかにも条件が付され

ている。これによって支援する活動内容と

団体が明確になっている。ボランティア団

体等のなかにはホームページなどで、イオ

ンから協力を得ていることや、イオンで商

品を購入してレシートを投かんBOXに入れ

ることを呼び掛けているところもあり、地

域へのPRや販売促進にもつながる取組み

となっている。

（2）　トランザクション（取引）型の連携

トランザクション型とは、農協と他組織

がそれぞれに連携の目的をもち、結果とし

て両者にメリットがある連携である。Ｂ農

協とＣ大学の連携事例では、農協の配食サ
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（3）　インテグレーション（共通目的）型

の連携

インテグレーション型とは、農協と他組

織が連携において共通の目的をもち、かつ

それが地域社会に対して一定の役割を果た

している形態である。農協と大学との連携

における大学の知識・技術の地元農業生産

への還元や農業体験ツアー等のイベントの

取組みは、地域農業維持・振興や地域活性

化を共通目的とするものであり、それに対

して農協および大学が保有しているリソー

スを提供している。これによって農協はフ

ァンづくりやPR、大学は学生への教育や大

学のPRというメリットを享受している（第

２図）。

レシピ開発の事例では、地域農業振興や

地産地消の推進等を共通の目的として、そ

こから農協と大学との話合いのなかでレシ

ピ開発に取り組んだケースと、農協から大

学に依頼しているケースがあった。前者は

インテグレーション型の連携で、レシピ開

発のほかにレシピをもとに作った料理を直

売所で大学生が提供したり、学園祭や農協

主催の祭り等で大学生が地元野菜を活用し

た料理を提供したりと、活動内容が発展し、

長期的な関係を築いている。農協も大学も

ービスにおけるレシピ開発を行っている。

Ｂ農協は大学の技術・アイデア力を活用し

て新しいレシピを増やすことができ、Ｃ大

学は学生への効果的な教育（地元農産物へ

の理解や習得した知識の実践等）や地域への

大学のPR等を実現している。両者はメリッ

トを享受しているが、両者の目的は共通で

はない。

Ｄ農協では、管内（一部管外）の飲食店や

小売店、ホテル、劇場などに、優待割引や

その他サービス等を農協の女性会（＝女性

部）会員に提供することを依頼し、現在400

施設・店舗以上の協力を得ている。農協は

協力店を掲載した冊子を女性会会員に配布

しており、農協のホームページでも告知し

ている。協力店は無料で女性会会員に広告

ができ、売上げの向上というメリットがあ

る。農協は女性会への加入促進および各協

力店が店頭・レジそばに女性会のロゴマー

クシールの貼付、もしくはカード立てを置

いているので、農協のPRができるというメ

リットがあり、これもトランザクション型

の連携である。

駅で農産物を直売している事例でも、生

産者は駅の活用（販路の確保）、鉄道会社は

テナント収入を目的としているトランザク

ション型の連携もある。トランザクション

型の連携領域としては販売、技術、人材、

生産、IT面などが考えられ、この連携にあ

たってはバリューチェーン分析やSWOT分

析等を通じて、自組織の強み・弱みを分析

し、それを相互で強化・補完する連携先を

選定することがひとつの方法である。

第2図　インテグレーション型の連携例

資料　筆者作成

農協

地域農業維持・振興
地域活性化

大学
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りしている。このような取組みは観光客の

誘致や住民の乗車率の向上に貢献し、地域

経済にもプラスの波及効果を及ぼしている。

３つの連携パターンを提示したが、チャ

リティ型はＡ農協のように交換条件を提示

することによってトランザクション型に、

トランザクション型は両者が納得できる地

域に対する共通目的を設定することによっ

てインテグレーション型に、移行・進化さ

せることができる。

4　インテグレーション型の　
　　連携にあたってのプロセス

インテグレーション型の連携は、常に地

域活性化・貢献に関する共通目的を実現す

るために、両者が知恵を出し合い、新たな

取組みを創出するという利点がある。また、

共通目的に共感した地域の他組織が協力・

連携するという可能性もある。地域活性化・

貢献にあたって、農協は地域密着型組織と

インテグレーション型の連携を進めていく

ことが効率的・効果的であり、以下ではそ

のプロセスを提示する（第３図）。

（1）　組織内の理解と連携先の選定

インテグレーション型の連携の第１歩は、

連携に対する組織内の理解・合意を得るこ

両者が地域農業振興という共通目的のもと、

一体感をもって取り組んでおり、関わって

いる人々のモチベーションが高いこともイ

ンテグレーション型の連携の特徴といえる。

後者はトランザクション型の連携で、レシ

ピ開発が終わると両者の関係は終了してい

る。トランザクション型の連携をしていた

Ｅ大学の教員は、直売所での野菜の販売方

法の改善案や、大学が地元の子どもたち向

けに開催しているクッキング教室での地元

野菜の紹介・提供等のアイデアをもってい

たが、レシピ開発の依頼に縛られて、さら

なる連携には発展できなかったという。こ

のように、大学の教員のなかには、農協と

の連携にあたって地域農業振興や地産地消

の推進等を目的として取り組んでいたが、

それを農協との共通目的として明確化しな

かったために、農協との間に期待や意識の

ずれが生じるケースもあった。

鉄道会社の連携事例でも、Ｆ鉄道会社は

沿線・地域の活性化を共通目的として、農

家女性グループや沿線団体等とインテグレ

ーション型の連携をして、共通目的にかな

う様々な取組みを実施している。農家女性

グループは「鉄道を元気に 地域を元気に 

自分を元気に」を合言葉にして、鉄道会社

の協力を受けながら、駅舎や車内で物販を

行ったり、鉄道会社のイベントに協力した

第3図　連携にあたってのプロセス

資料　筆者作成

組織内の理解 連携先の選定 共通目的
の設定

連携内容の
検討と実施 事業化
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（2）　共通目的の設定

連携するにあたって、相互で連携が必要

な現状を認識し、ありたい地域の姿を共有

する必要がある（第４図）。地域密着型組織

が連携することによって、地域価値の向上・

地域活性化を促し市場規模・事業環境を維

持・発展することを共通認識として、その

ために何を連携して目指すのかという共通

目的を明確にすることが求められる。農協

が関与するときは、地域農産物の活用や地

産地消の促進等の「一次産業から地域を元

気にする」というような共通目的をベース

にした他組織との連携が多い。ほかには、

くらしやすい地域社会の実現、交流・関係

人口の増加、起業の促進などを共通目的と

することが考えられる。共通目的を設定す

ることによって、それを実現するための連

携内容を具体的に考えていくことができ、

共通目的を機軸に内容を変化させていくこ

ともできる。

共通認識の段階では、組織間で現状の危

機意識を高め、連携の必要性を理解するこ

とが必要であるが、共通目的の設定にあた

っては、両組織が将来に対するワクワク感・

楽しさをもち、一体感をもって取り組める

とである。連携にあたっては、連携する必

要があるのかという意識のハードルや、対

応できる人がいないという経営資源のハー

ドル等が考えられるが、農協が単独で実施

している地域貢献活動等が負担になってい

たり、マンネリ化しているようであれば連

携を検討してみる価値はある。他組織と連

携することのメリットは、連携相手によっ

て異なるが、連携先の地域農業や農協への

理解促進や連携先のリソースの活用、メデ

ィアで取り上げられる頻度の上昇、新たな

人たちとの接点の増加、情報交換、農協職

員や組合員のモチベーション向上、事業・

活動の改善あるいは新規事業・活動のヒン

トの獲得等がある。

連携先は、大学や鉄道会社、病院、商店

街、地元商工業者等の地域密着型組織で、

長期的視点に立ち、地域貢献・公益性を重

視しているオープンな組織を選定すること

が重要である。自組織のメリットを優先さ

せる内向き志向の組織とは、連携にあたっ

て調整に時間がかかるので避けたほうが望

ましい。

第4図　市場規模・事業環境の現状と目標

資料　筆者作成
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３つを整理し組み合わせることによって、

連携内容を絞り込むことができる。調査し

た鉄道会社の連携内容としては、鉄道を活

用した農業体験や駅での農産物の直売など

があったが、ほかにも鉄道を活用した農業

体験ツアーや駅前での農業者によるマルシ

ェ等の共同イベントの開催、地元農産物を

活用した駅弁の開発・販売など様々な内容

が考えられる。

調査した連携事例は、農協収益の短期的

な増加に直接つながるものはなく、地域貢

献的な色合いが強かった。農協と鉄道会社

が連携して農業体験を実施していた事例で

は参加者から費用は徴収しているものの、

不足分は農協と鉄道会社が負担していた。

これによって参加者に農協等を理解しても

らうという点では意義はあるが、その後の

効果測定が難しいことを考えると、収支均

衡もしくは黒字になるような内容を検討す

ることは必要であろう。鉄道会社と農協以

外の他組織とが連携して実施していた体験

ものを組織間で話し合い、決定していくこ

とが大切である。

（3）　連携内容の検討

共通目的が設定されたら、それを具体的

に実現する内容を検討する段階になる。内

容の検討にあたっては、３Ｃ分析（Customer

［顧客・市場］、Collaborator［協力者］、Company

［自組織］）を行い、共通目的を実現できる

可能性のある“強み”の組合せを考えるの

も一手である（第５図）。例えば鉄道会社で

あれば、駅や売店、列車、乗車時間、多様

な広告媒体、系列店（スーパー等）、サポー

ター組織、鉄道ファン、高架下等の土地、

旅行代理店等とのつながりなどの“強み”

がある。農協は直売所や農業関連施設、組

合員、組合員組織、営農指導、地元農産物

の調達等の“強み”がある。顧客のニーズ

は「電車に乗ってどこかに行きたい」「電車

の中でおいしいものを食べたい」「地元の人

との会話を楽しみたい」などである。この

第5図　連携内容の検討にあたっての3Ｃ分析例

資料　筆者作成
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農園は、両者に収益をもたらしている。連

携内容の検討にあたっては、最初から地域

貢献活動として位置づけるのではなく、新

たな事業機会の創出という観点からも内容

を検討することが求められる。また、他組

織が「農」に関連した連携をしている際に

は、その取組みを参考にして連携内容を検

討することも考えられる。

（4）　連携内容の実施

実施にあたっては、小さな取組み・あま

りコストをかけずにできる取組みからスタ

ートすることもひとつの方法である。実施

すると何かしらの成功や気づきが得られ、

当初は想定しなかったことが生じたりする

ので、それを両者で話し合いながら改善・

修正することによって有意義な取組みに進

化させることができる。その実現にあたっ

ては、双方がコミュニケーションをとりな

がら、PDCAサイクルをまわすことが重要

である。

連携した取組みが地域に浸透してくると、

周りの企業も共通目的に共感して参加を希

望し、地域全体の取組みに発展していく可

能性もある。それにあたっては、共通目的

や取組内容、成果を常にオープン・公表し

ていくことが必要である。フラッグ（共通

目的）を掲げることによって、地域組織や

住民からの協力が得られたり、他の地域活

性化の取組みを誘発する可能性もある。そ

のような取組みによって地域全体のイメー

ジアップが図られ、地域ブランド・魅力が

確立し、地域価値の向上・活性化が実現し

ていくと考えられる。

地域全体での取組みにあたっては、地域

の主力組織等を構成員とする協議会等を設

立して、地域活性化に取り組んでいるケー

スもあり、これに農協も積極的に関与する

ことは必要である。一方で、協議会等の場

合は関与者が多く、各組織の利害が一致し

なかったり、共通目的の設定が難しいとい

う面があり、柔軟性・迅速性が損なわれた

り、各組織の主体性が希薄化するなどの課

題がある。農協としては、協議会等の活動

に関与しながら、独自で他組織と連携した

取組みも進めていくことが必要ではないか

と考える。

おわりに

地域密着型組織にとっては、自組織の維

持・発展と地域の活性化は表裏一体である。

地域の市場規模が縮小してきたからといっ

て地域から撤退できないなかでは自組織の

事業の伸張だけでなく、地域の活性化によ

って市場・事業規模を維持・拡大していく

取組みも求められる。市場規模が縮小して

いる地域で、自組織だけが成長・発展する

ことはあり得ないのである。

そこで地域活性化にあたって、農協は他

組織と連携することが必要であると考え、

農協と大学・鉄道会社との連携調査を実施

したが、多くの事例は他組織が農協に連携

の提案をして実現したものであった。他組

織からすると、農協は一般企業よりも公共

性が高いイメージがあり、農という“強み”

農林中金総合研究所 
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があるので連携したい対象であると考えら

れる。鉄道会社は農協と連携して農業体験

ツアーやイベント等を実施したいという思

いはあるが、実際に農協と連携しているケ

ースは少なかった。地域密着型組織との連

携は地域貢献だけでなく、新たなビジネス

チャンスや組合員の販路拡大等につながる

可能性があり、農協はより積極的に対応し

取り組むべきものと考える。何も取り組ん

でいないところは、まずは農協内において

他組織との連携に対する理解の促進が必要

であり、外部組織からの相談に対応する窓

口を設置することが望ましいと考える。連

携を実現している農協は、インテグレーシ

ョン型の連携を目指し、それを発展させ地

域組織・住民を巻き込んでいく取組みにし

ていくという方向性がある。

農協は、組合員のために農業関連事業を

実施し、加えて組合員も含めた地域住民が

くらしやすい地域社会・地域コミュニティ

の活性化のために生活関連事業も行ってい

る。今後は地域価値の向上・経済の活性化

にあたって地域密着型組織・地域事業者と

共存共栄していくための地域活性化関連の

事業を、農協は積極的に展開していくこと

が求められ、それによって農協の各事業の

利用も促されていくであろう。そのために

は、農協が同じ地域を基盤とする地域密着

型の他組織とインテグレーション型の連携

を行っていくことは重要と考える（第６図）。
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農業経営体は様々なリスクに直面している。天候がもたらす作柄の豊凶とそ

れに付随する価格変動はその最たるものであるが、近年では国際政治の動向や地

球温暖化の進み具合までもが、経営体の安定を脅かす要因となっている。農作業

中に発生する農作業事故は、古くから経営体が向き合ってきたもう一つの大きな

リスクである。農作業事故自体は個別に発生する事象であり、自然災害のように

多数の経営体が同時に被害を受けるといった性質のものではないため、ややもす

ると社会的な関心を集めにくいかもしれない。しかし、不幸にして事故に遭遇し

てしまった経営体、家族に対して計り知れないほど深刻なダメージを及ぼすこと

は言うまでもない。

農作業事故の現状はどうであろうか。農林水産省では毎年「農作業死亡事故調

査」を実施して、農作業死亡事故の概要について発表している。この調査は死亡

事故に限定されたものであり、必ずしも農作業事故全般の状況を反映したもので

はないが、経営体が農作業時に直面するリスクの一端をうかがうことができる。

この調査によれば、2016年における農作業中の死亡事故発生件数は312件となっ

ている。10年前の事故件数が400件程度だったことを考えれば、近年の農作業死

亡事故数は漸減傾向にあり、ここからは事態の深刻さを実感しづらい。

しかしながら、農業就業人口が急速に減少していることを考慮して、あらため

てこの数字を確かめてみると状況は大きく変わる。試みに農業就業人口 1万人当

たりの農作業死亡事故件数を計算してみると、1980年：0.5人、1990年：0.8人、2000

年：1.0人、2010年：1.5人、2015年：1.6人となる。つまり、近年の農作業の事故

率は、1980年当時と比較するとなんと 3倍以上になっており、現在も上昇し続け

ているのである。これとは対照的に、従来は危険を伴う業種の代表格であった建

設業の死亡事故率は大きく減少しており、筆者の試算によれば1985年頃を境に農

業における死亡事故率を下回るようになり、以降その差は徐々に拡大している。

農作業リスクの実態
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では何故農作業の死亡事故率が大きく上昇したのであろうか。その要因の一

つとして、農業労働力の高齢化が指摘できる。農業就業人口 1万人当たりの死亡

事故件数を年齢別に計算すると、60歳以上の値は60歳未満との比較で 2倍以上と

なっており、高齢者の事故率が非常に高いことが判る。身体能力や集中力が衰え

てきているのにもかかわらず、高齢者が機械作業に従事しなければならない日本

農業の現状が、事故率上昇の背景にあるものと思われる。ただし注意しなければ

ならないのは、高齢化ばかりが事故率上昇の原因ではないことである。60歳未満

の農業就業人口の 1万人当たりの死亡事故件数をみると、1980年の0.44人から

2015年の0.68人へと上昇しているからである。

一方、農作業のリスクが高いのにもかかわらず、農業者の労災保険への加入率

は、他産業と比較すると低い水準にある。1965年に労災保険法が改正され、農業

従事者の一部に労災保険加入の道が開かれたが、2016年時点での加入者数は全国

で13万人程度にとどまっており、それは農業就業人口の 7パーセントに満たな

い。農業の場合はフルタイムでの就業が多くないことを考慮して、暫定任意適用

事業とされていることが低加入率の一つの要因であると考えられる。2018年度か

ら出荷作業、販売作業についても補償対象とするなど、労災保険の適用範囲を拡

大し、加入推進のための様々な啓蒙活動の取り組みが行われているものの、必ず

しも十分な成果が挙げられているわけではない。

競争力のある農業を目指して担い手を広く呼び込もうとしているなかで、危

険な労働環境が改善されず、かつ万が一の場合の備えが不十分である現状はなん

とも心許ない。きちんとした安全対策を講じれば事故率を大幅に下げることが可

能なのは、建設業の例をみても明らかである。また農業労働の実態にあった労働

保険制度の構築も急務ではないだろうか。関係する行政、団体、研究者は真剣に

この問題に向き合う必要があるように思う。

（筑波大学 教授　茂野隆一・しげの りゅういち）
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群馬県内の市町村による空き家対策と
農協系統の取組み

〔要　　　旨〕

群馬県内に存在する別荘、賃貸・売却用以外の住宅空き家であるその他空き家の戸数は増
加しており、住宅数に占めるその他空き家の割合は2013年時点で6.2％と、5.3％である全国に
近い水準である。空き家対策を進める群馬県内の一部の市町村は、独自の空き家対策条例制
定や補助事業の実施で先行していたが、空家等対策の推進に関する特別措置法が15年に施行
されて以降、多くの市町村は、空家等対策計画の策定や空家等対策協議会の設置、補助事業
等の対策を講じている。
群馬県内の農協系統 2団体は、不動産事業を通じて空き家発生の抑制や空き家の適切な管
理に貢献している。このうち 1つの農協では、町が実施する空き家の利活用の取組みを支援
し、移住定住者の獲得にもつながっている。
空き家対策にかかる法整備や補助事業等の各種施策が進展し、農協系統が空き家対策に関

与することを期待する自治体も存在する。そこで、農協系統は、①空き家の観点で既存事業
を位置づけること、②自治体との情報交換体制を構築すること、③空き家対策に関与できる
よう自治体の要件を満たすこと、の 3点を検討すべきである。

主事研究員　多田忠義

目　次

1　本稿の目的と調査方法

2　群馬県の空き家をめぐる現状と対策

（1）　 群馬県の空き家数と空き家の破損・

腐朽状態

（2）　 群馬県の市町村による空き家対策

状況

3　市町村の空き家対策事例

（1）　前橋市

（2）　高崎市

（3）　富岡市

（4）　下仁田町

4　農協系統の取組み

（1）　JA甘楽富岡

（2）　ジェイエイハウスサービス（株）

5　空き家問題に関与するうえでの検討事項

（1）　 空き家の観点で既存事業を位置づけること

（2）　 自治体との情報交換体制を構築すること

（3）　 空き家対策に関与できるよう自治体の要件

を満たすこと

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/



農林金融2018・11
19 - 649

と、前橋市に本店を置く全農群馬県本部の

子会社「ジェイエイハウスサービス（株）」

の事例報告を目的とする。これに先立ち、

これらの取組みが展開する地域条件を明ら

かにするため、群馬県内の自治体での空き

家実態ならびに空き家対策を概括する。そ

れらを踏まえて取組事例を分析し、空き家

問題に関与するうえでの検討事項を提示す

る。

群馬県を事例として取り上げた理由は、

①「空き家」という言葉を前面に出して事

業活動する農協系統が少なくとも２事例存

在すること、②住宅数に占める別荘、賃貸・

売却用以外の住宅空き家であるその他空き

家の割合が全国平均に近く、平均的な空き

家実態での空き家対策を俯
ふ か ん

瞰できること、

である。

本稿の調査は、総務省「住宅・土地統計

調査」（以下「住調」という）に基づく定量

分析、18年８月に実施した４つの自治体、

前述の２事例に対する聞き取りに基づくも

のである。

なお、空家等は、「建築物又はこれに附属

する工作物であって居住その他の使用がな

されていないことが常態であるもの及びそ

の敷地（立木その他の土地に定着する物を含

む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体

が所有し、又は管理するものを除く。」と空

家特措法で定義され、住宅に加え、店舗、

工場も含まれるが、本稿は、住宅の空き家

を分析対象とする。また、本稿で登場する

「空き家」は、断りのない限り、住調で定義

される空き家を指すものとする。この定義

1　本稿の目的と調査方法

空き家は都市・農村を問わず存在し、そ

の数は年々増加している。管理の行き届か

ない不動産を放置することで、地域の景観

が劣化するだけでなく、治安の悪化や害虫

の発生、台風や豪雪による破損、倒壊等に

より、近隣や周囲を通過する人びとに被害

をもたらす可能性もあるため、不動産の所

有者はもちろんのこと、地域としてこの課

題に対峙し、検討を進めたり、対策を講じ

たりする必要がある。

実際、これまで一部の自治体は、先行し

て独自に空き家対策へ乗り出してきており、

「空家等対策の推進に関する特別措置法」

（以下「空家特措法」という）が2015年５月に

完全施行される直前の15年４月１日時点で、

1,741自治体のおおよそ３割に相当する431

の市区町村で空き家対策にかかる条例を施

行済みであった（西山（2016））。また、16年

に閣議決定された住生活基本計画は、空き

家の増加抑制にかかる初めての数値目標を

掲げ、政府が空き家増加の抑制を重視して

いることがわかる。こうした流れを受け、

農協系統でも空き家対策に乗り出す動きが

散見されるが、担い手確保や農協改革等で

諸課題が山積するなか、地域課題の一つで

ある空き家問題に農協がどう向き合ってい

るか、事例を掘り下げ、共有することに意

義があると考える。

そこで本稿は、富岡市、甘楽町、下仁田

町、南牧村を事業区域とする「JA甘楽富岡」
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186.6万人と、ピーク時である05年から15.7

万人減少する見通しである。一方、総世帯

数は、１世帯あたりの人員の減少を背景に

増加し続け、15年に77.2万世帯と過去最高

を更新した。しかし、今後世帯数も減少す

る見通しであり、将来推計によれば、25年

には74.8万世帯と、15年から2.4万世帯減少

する見通しである。日本では、新築・持家

志向が強いこと、新築住宅の取得に対する

政策支援が継続していること、既存住宅の

利活用があまり進んでこなかったことなど

により、世帯数を上回る住宅が供給され続

けている。こうした流れは群馬県でも同様

にみられ、13年時点の住宅数は90.3万戸に

達し、住宅数と世帯数との差は約15万とな

っている。この開きが、空き家数におおむ

ね一致する。

次に、群馬県の空き家数を把握する。第

２図は、住調の定義に従い、住宅を居住世

帯あり住宅、その他居住世帯なし住宅、空

は、「家庭生活を営むことができるように建

築又は改造された住宅のうち、ふだん人が

居住していない住宅」を指す
（注1）
。

（注 1） 住調は、空き家を二次的住宅、賃貸用住宅、
売却用住宅、その他の住宅に細分する。管理不
全で周辺環境に悪影響を及ぼす空き家は、その
他の住宅のうち、腐朽・破損ありに区分される
ものに含まれるが、家庭生活を営めない廃屋や
居住を目的としない空き店舗などは調査対象外
である。空き家の定義にかかる詳細は、多田
（2017）を参照のこと。

2　群馬県の空き家をめぐる
　　現状と対策　　　　　　

（1）　群馬県の空き家数と空き家の破損・

腐朽状態

まず、群馬県において住宅数と世帯数と

にどの程度開きがあるかを確認する（第１

図）。群馬県の人口は、05年に202.3万人とピ

ークに達し、以降は減少に転じている。将

来推計でも減少傾向は変わらず、25年には

第1図　群馬県の人口・住宅数・世帯数
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資料 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の
世帯数の将来推計（全国推計）」「日本の地域別将来推計人口（平
成30（2018）年推計）」

（注） 破線は、将来推計のデータを示したものである。
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第2図　群馬県での空き家の内訳
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（注） 98年以前の売却用の空き家数は、賃貸用に含まれる。
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も高い都道府県が複数存在していることか

ら、群馬県でのその他空き家率は、全国平

均に比較的近い状況と考えられる
（注2）
。

また、群馬県の空き家の内訳を第１表に

示した。住宅数の4.6％が腐朽・破損ありの

空き家であり、特に、その他空き家で腐朽・

破損ありが2.4％を占め、他の空き家区分よ

りも高い割合である。さらに、空き家に占

める腐朽・破損ありの割合は、賃貸用・売却

用空き家で２割程度であるが、その他空き

家で37.8％に達している。その他空き家は、

他の空き家区分よりも特定空家等に指定さ

れる可能性が高いことを示している。
（注 2） 群馬県の賃貸用空き家率は13年時点で8.3％

き家に分類し、このうち空き家を「二次的

住宅（以下『別荘等空き家』という）」「賃貸

用の住宅（以下『賃貸用空き家』という）」「売

却用の住宅（以下『売却用空き家』という）」

「その他の住宅（以下『その他空き家』とい

う）」の４種類に区分したものである。これ

ら４種類の合計である空き家数は、住宅数

と世帯数との差が拡大するに従って増加す

る傾向が続いている。この内訳をみると、

賃貸用空き家が空き家の半数を占めること、

次に多いその他空き家を合わせると、空き

家の９割弱を占めることが特徴である。

特に、その他空き家は、賃貸用・売却用

空き家のように不動産市場で流通していな

いため、空家特措法における特定空家等に

至る可能性があり、空き家対策を検討する

うえで留意すべきと考えられる。この特定

空家等とは、空家等のうち、「そのまま放置

すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそ

れのある状態又は著しく衛生上有害となる

おそれのある状態、適切な管理が行われて

いないことにより著しく景観を損なってい

る状態その他周辺の生活環境の保全を図る

ために放置することが不適切である状態に

あると認められる」ものをい

う、と空家特措法で定義され

ている。群馬県の住宅数に占

めるその他空き家の割合（以

下「その他空き家率」という）

は、13年時点で6.2％と、全国

（5.3％）に比べやや高く、年々

上昇していることがわかる

（第３図）。ただし、群馬県より

（%）

第3図　その他空き家率の経年推移
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資料 総務省「住宅・土地統計調査」
（注） 折れ線のひげの上限と下限は、それぞれ都道府県の

最高値と最低値を示す。
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第1表　群馬県での空き家の内訳と腐朽・破損の状況（2013年）
（単位　戸、％）
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次に、制度対応をみると、空家特措法施

行に伴う空家等対策計画の策定や空家等対

策協議会の設立は多くの市で確認され、町

村では策定や設立にばらつきがみられた。

空き家にかかる指標と制度対応を比較する

と、その他空き家率の高い、または世帯数

の多い市町で、空家等対策計画の策定、空

家等対策協議会の設立が進んでいることが

わかる。一方で、空き家の発生抑制や行政

指導等に踏み込んだ独自の条例を空家特措

法施行以前に制定していた市町は８つ存在

するが、その他空き家率が必ずしも高い市

町ではない。また、空き家にかかる施策が

多い市町村は、市で多くの施策を実施する

傾向がみられ、町村では空き家バンクを中

心に絞った施策が確認された。なお、空き

家バンクとは、空き家物件情報を地方公共

団体のホームページ上などで提供する仕組

みのことを指す。

3　市町村の空き家対策事例

ジェイエイハウスサービス（株）が立地

する前橋市、同社が管理している空き家が

立地する高崎市、JA甘楽富岡本店が立地す

る富岡市、同JAが空き家利活用事業で提携

している下仁田町の４市町が取り組む空き

家対策を紹介する。

（1）　前橋市

前橋市は、空家特措法の施行に先行して

独自の空き家条例を13年７月に制定し、空

き家対策に乗り出している。空家特措法施

と、全国（7.1％）よりもやや高い。また、（空き
家のうち賃貸用の住宅）÷（居住世帯のある借
家＋空き家のうち賃貸用の住宅）×100で算出さ
れる借家の空室率は、群馬県の同年時点で26.9％
と、全国（18.8％）に比べ高く、47都道府県中 3

位である。賃貸用空き家は、近年の相続税対策
に伴う賃貸住宅の供給増加で、賃貸用空き家の
さらなる増加が懸念されるため、この動向を詳
細に分析する必要がある。ただし、需給調整を
担う流通在庫も必要と考えれば、どの程度の空
室状態まで許容できるかは、地理的条件に加え、
賃貸住宅経営にも踏み込んだ分析が必要となる
ため、本稿では、その他空き家に分析対象を絞
ることとする。

（2）　群馬県の市町村による空き家対策

状況

群馬県で空き家が増加していることを受

け、群馬県内の各市町村は、様々な対策を

打ち出している。第２表は、市町村ごとに

空き家にかかる指標（世帯数、住宅数、その

他空き家の実数と割合）、独自条例制定や空

家特措法施行を受けた計画策定等の制度対

応、空き家にかかる施策を示したものであ

る。

まず、空き家にかかる指標をみると、高

崎市は群馬県内で世帯数・住宅数が最も多

いが、その他空き家数は前橋市が9,300戸と、

最も多く、高崎市が9,220戸と、２番目であ

る。その他空き家率でみると、中之条町が

15.5％と最も高く、安中市（13.5％）、東吾妻

町（12.6％）、みなかみ町（12.4％）と続く。

その他空き家数は、世帯数の多い市部で多

いが、その他空き家率は中小規模の市や町

で高く、世帯数が大規模である市では量的

な対策、中小規模の自治体はそれぞれの実

態に応じたきめ細やかな対策が求められる

といえる。
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市町村名

空き家にかかる指標 制度対応 空き家にかかる施策（執筆時点）

世
帯
数（
15
年
）

住
宅
数（
13
年
）
注2

空
家
特
措
法
以
前
に
条
例
等
を
制
定
し
た
年

空
家
等
対
策
計
画

空
家
等
対
策
協
議
会

代
執
行
累
積
件
数

略
式
代
執
行
累
積
件
数

空
き
家
バ
ン
ク
等

解
体
・
除
却

改修・
リフォーム

家賃補助・
購入補助

管
理

う
ち
そ
の
他
空
き
家
数

そ
の
他
空
き
家
率

事
業
用
店
舗

地
域
サ
ロ
ン
、自
治
会
等

住
宅

事
業
用
店
舗

地
域
サ
ロ
ン
、自
治
会
等

住
宅

市

前橋市 136,900 157,190 9,300 5.9 13年 ● ● - 2 ● ● - ● ● - ● ● -
高崎市 150,180 178,220 9,220 5.2 - - - - - - ● ● ● ● - ● ● ●
桐生市 46,034 55,550 3,920 7.1 - ● ● - - ● ● - - ● - - - -
伊勢崎市 80,110 89,620 3,820 4.3 - ● ● - - ● ● - ● - - - - -
太田市 86,267 96,070 4,750 4.9 13年 ● ● - - ● ● ● - - ● - - -
沼田市 19,178 22,760 1,950 8.6 - - ● - - - - - - - - - - -
館林市 30,219 35,040 1,640 4.7 - ● ● - - ● ● - - - - - ●1 -
渋川市 28,812 33,460 2,360 7.1 13年 ● ● - - ● ● - - ● - - - -
藤岡市 24,569 27,410 1,660 6.1 14年 ● ● - - ● - - - ●1 - - - -
富岡市 18,255 19,960 1,930 9.7 - ● ● - - ● ● ●2 ● ● - - - -
安中市 22,381 26,680 3,600 13.5 - ● ● - - ● ● - ● ●1 - - - -
みどり市 18,867 22,770 1,460 6.4 - - - - - ● - - - - - - - -

町
村

榛東村 4,887 … … … - ● - - - - ● ● ● ● - - - -
吉岡町 7,289 7,970 310 3.9 - - ● - - - - - - - - - - -
上野村 578 … … … - - - - - - - - - - - - - -
神流町 903 … … … - - - - - ● - - - - - - - -
下仁田町 3,040 … … … 05年 ● ● - 1 ● ● ●1 ●1 ●1 - - - ●1
南牧村 953 … … … - - - - - ● - - - - - - - -
甘楽町 4,539 … … … - - - - - ● - - - - - - - -
中之条町 6,529 8,150 1,260 15.5 - ● ● - - - ● - - ● - - - -
長野原町 2,322 … … … - - - - - ● - - - - - - - -
嬬恋村 3,664 … … … - - - - - - - - - - - - - -
草津町 3,275 … … … - - - - - - - - - - - - - -
高山村 1,167 … … … - - ● - - ● - - - - - - - -
東吾妻町 5,235 6,170 780 12.6 - ● ● - - - ● - - - - - - -
片品村 1,554 … … … - - - - - ● - - - - - - ● -
川場村 980 … … … - - - - - ▲ - - - - - - - -
昭和村 2,476 … … … - - - - - ● - - - - - - - -
みなかみ町 7,594 9,220 1,140 12.4 - - - - - ● ● - - - - - ● -
玉村町 14,337 15,720 660 4.2 - - - - - - - - - - - - - -
板倉町 5,365 5,310 320 6.0 - - ● - - - - - - - - - - -
明和町 3,914 … … … - - - - - - - - - - - - - -
千代田町 3,981 … … … 05年 - - - - - - - - - - - - -
大泉町 18,070 18,840 570 3.0 05年 ● ● 1 - - - - - - - - - -
邑楽町 9,528 10,590 470 4.4 06年 - - - - - - - - - - - - -

資料 　総務省「国勢調査」「住宅・土地統計調査」、国土交通省「空家等対策の推進に関する特別措置法の施行状況等について（平成30年3月
31日時点）」（http://www.mlit.go.jp/common/001238381.pdf）、群馬県ウェブ（http://www.pref.gunma.jp/04/bi0100004.html）、群馬
県住宅供給公社ウェブ（http://www.gunma-jkk.or.jp/akiya/akiyashien2/）、西山（2016）、各自治体の例規集等

（注）1  　空家等対策計画、空家等対策協議会、代執行、略式代執行の件数は、18年3月31日時点の実績である。また、世帯数は15年10月時
点、住宅数、その他空き家数、その他空き家率は13年10月時点、空き家バンク等、各種補助施策は執筆時点の内容である。

2  　住宅・土地統計調査は標本調査のため、住宅数が少ない町村の個別値は公表されない。
3  　●は存在ありまたは実施中、▲は休止中、●1は空き家バンク等の利用が必要、●2は事業内容により判断することを意味する。
4  　網掛けは後段で事例紹介する市町である。

第2表　群馬県内の市町村の空き家にかかる指標および対策等一覧
（単位　世帯、戸、％、件）
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行後は、空家等対策計画の策定、空家等対

策協議会の設置、17年度末までに略式代執

行による２件の空き家を解体するなど、空

家特措法に基づく空き家対策を行っている。

また、不動産団体との間で「空き家等の利

活用の促進に関する協定」を締結し、空き

家の市場流通を促しているほか、空き家の

解体・除却やリフォーム等に対する各種補

助事業を実施している（第２表）。特に、空

き家の解体・除却にかかる施策である「老

朽空き家対策（解体費補助）」は、解体のみ

の場合の補助額を抑制し、解体跡地に駐車

場や住宅等の建設がなされた場合、跡地利

用として補助額が加算される。ちなみに、

解体費補助は、15年度に導入してから17年

度末までに284件の申請があり、うち57件

が駐車場の整備、83件が住宅等の建設とな

っており、申請のあった解体のうち約半数

で跡地利用につながった。

同市の空き家対策は、15年４月に建設部

建築住宅課に開設された「空家利活用セン

ター」に関係事務を集約させる体制が特徴

として挙げられる。また、町丁目単位で空

き家の実態を把握するために、地元の大学

と連携するなど、空き家対策で市内の関係

者を少しでも多く巻き込むよう工夫してい

る。

同市による空き家実態調査（全棟調査）に

よれば、住宅に占める空き家の割合は、郊

外や農村部よりも旧城下町（前橋駅の北側

地区）で高く、城下の景観保全や中心市街

地の活性化といったまちづくりの観点も踏

まえながら、空き家対策を推進する必要に

迫られている。このため、空家利活用セン

ターは18年４月に都市計画部建築住宅課へ

移管され、空き家対策と都市計画の連動を

図る体制となっている。また、空き家率の

高い地区を空き家対策の最重点地区、重点

地区に指定し、補助事業の加算措置を講じ、

空き家率の迅速な低減を目指している。

（2）　高崎市

高崎市も、前橋市同様に、空家特措法の

施行に先行して14年６月より独自の空き家

対策である「空き家緊急総合対策」を実施

している。他の市町村では、条例制定や空

家等対策計画策定などの立法措置により、

指導や代執行等の手続きを明確化して危険

な空き家の削減を目指しているが、同市は、

あくまでも空家等の所有者に対して自発的

な対処を促す市単独の補助事業を実施して

いる。立法措置にこだわらず、市独自の補

助事業をいち早く実施することで、使途に

縛られない、迅速に効果が出やすい、そし

て、同市の空き家実態に応じた施策が実施

されている点が、同市の空き家対策の大き

な特徴である。

同市の空き家対策は、建築住宅課が総合

窓口として機能し、必要に応じて関係する

各課に個別案件を伝達する仕組みとなって

いる。また、同市の補助事業は、空き家の

解体、活用だけでなく、管理にも範囲が及

んでいることも大きな特徴である（第２表）。

空き家対策に管理が加えられている理由は、

①所有者が自発的な対処を決断するまでの

間、周辺環境や住宅そのものを劣化させな
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と、前橋市、高崎市、群馬県や全国の値よ

りも高く、空き家対策の必要に迫られてい

る自治体といえる。第２表をみると、同市

は空家特措法の施行に合わせて空き家対策

に取り組み始めたと読み取れるが、実際に

は、富岡製糸場を含む街並みを保全すべき

景観と位置づけるために制定した景観条例

（09年施行）が、建築物等の所有者等に対し、

景観計画に適合するよう管理等を要請して

おり、空家特措法に先行して空家等の管理

責任が明文化されていたといえる。さらに、

09年度より景観形成助成金制度を開始し、

古い建築物等の外観補修を促している（09

～17年度の実績は45件）。なお、同市は、空

家特措法の施行を受け、空家等対策計画を

策定し、空家等対策協議会を設立したが、

緊急安全措置等、市の権限や事務手続きを

明確化する必要が生じていることから、空

き家対策にかかる条例の制定を検討中であ

る。

同市は、空家等対策計画を策定するため

に、15年に外観目視と周囲の聞き取り等に

基づく空き家実態調査を実施した。これに

よれば、776件（棟）の空き家を特定するこ

とができ、うち45件（5.8％）が所有者不明

であった。地区の世帯数に占める空き家数

の割合が高い地区は、市中心部（富岡地区で

6.95％）だけでなく中山間地域（黒岩地区で

6.97％、妙義地区で5.33％）でもみられ、市全

域で空き家対策に取り組む必要性が確認さ

れた。また、731件の所有者に対して意向調

査を実施し、空き家所有者が直面している

課題の把握に努めるとともに、その解決に

いため、②老朽化した空き家の割合は郊外

住宅地よりも中心市街地の方が高く
（注3）
、老朽

化した空き家の管理不全による周辺住民へ

の被害を防止するためである。

空き家対策の基本的な考え方は、空き家

を減らすことと、空き家の利活用を促進す

ることの大きく２つに分けられ、空き家管

理に助成をして空き家の状態を維持させる

施策は、空き家対策の本旨に逆行するとの

見方もできる。しかし、空き家を解体せず、

また、売却や賃貸などで利用できない所有

者に物心両面の事情があることはよく知ら

れており、同市の施策は、この気持ちに配

慮した補助事業となっている。具体的内容

は、建物内部の清掃や敷地内の除草にかか

った費用を一部助成するもので、作業を依

頼した同市内の業者または近隣住民への経

費補助、もしくは自身で作業した場合の実

費補助となっている。ちなみに、14～17年

度の４年間で132件の助成実績（年30件程度）

となっている。

同市の空き家活用施策は、地域コミュニ

ティの再生にも貢献できるよう、地域サロ

ンとして空き家を利用する場合の改修費や

家賃に対する補助も行っており、改修の補

助は14～17年度で24件、家賃は同33件と、

積極的に利用されている。
（注 3） 高崎市は、12年11～12月に空き家実態調査
を実施した。調査対象は、市内全域から空き家
と想定される約500件の戸建て住宅を対象とし、
老朽化した空き家の割合は、郊外よりも中心市
街地の方が高いと判明した。

（3）　富岡市

富岡市は、13年のその他空き家率が9.7％
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性が高い物件は28件、同町老朽空家除却補

助金交付要綱による除却対象（旧耐震建築

物で１年以上空き家であることなどの条件を

満たす物件）となる可能性が高い物件は66

件であった。同町の15年時点での世帯数で

ある3,040世帯と同じ住宅棟数があると仮

定した場合、住宅棟数に占める特定空家等

となる可能性が高い物件（≒腐朽・破損あり

の空き家）の割合は0.9％と試算できる。前

掲第１表にある住宅数に占める腐朽・破損

ありの空き家の割合とは単純比較できない

ものの、同町の住宅棟数は世帯数以上に存

在すると考えられ、先の試算結果はより小

さくなる可能性を考慮すると、腐朽・破損

ありの空き家は群馬県内でも比較的少ない

状況にあるといえる。85年以降継続して空

き家の利活用に取り組んできた結果、空き

家の増加を抑制できたと考えても差し支え

ないだろう。

同町の空き家対策は、利活用可能な空き

家は地域創生課および一般社団法人下仁田

町観光協会、利活用不能な空き家は保健環

境課が相談窓口となっている。空き家の利

活用は、移住定住の促進と一体的に取り組

まれており、空き家バンクは、記録の残る

2000年代前半以降の取扱件数が53件あり、

うち34件が賃貸、４件が売買の契約成立と

なっている。JA甘楽富岡は、賃貸10件、売

買１件の契約を仲介している。また、空き

家バンクを利用して移住した数は、二地域

間居住を含めると約50名に達し、空き家の

利活用が町おこしに直結していることもわ

かる。

つながるような施策の策定につなげた。

同市の空き家対策は、都市建設部建築課

が所管し、必要に応じて関係部署と連携し

て取り組む体制を構築している。そして、

空き家対策は、発生の予防、流通・活用の

促進、特定空家等への移行抑制の３つに大

きく分けられ、景観保全、養蚕業の体験・

伝承、移住者・子育て世代の受入れ、観光

の面でもそれぞれ効果が得られるような幅

広い施策を用意していることが特徴である。

（4）　下仁田町

下仁田町は、85年に空き家バンクの取組

みを開始しており、４つの事例市町のなか

で最も早く空き家対策に乗り出した自治体

といえる。16年には、下仁田町空き家バン

ク制度実施要綱を定め、JA甘楽富岡車輌施

設部施設開発課が事業者として登録してお

り、重要事項の説明、賃貸借契約の締結等

の実務を担っている。

同町は制度対応にも積極的であり、空家

特措法以前となる05年に「下仁田町環境美

化に関する条例」を施行し、罰則規定はな

いものの、空き家、空き地等の所有者に対

して適正な管理を義務づけている。空家特

措法施行後は、下仁田町空家等対策の推進

に関する条例を制定し、空家等対策計画の

策定、空家等対策協議会の設置も併せて実

施した。17年度末までに、略式代執行によ

る空き家解体を１件実施済みである（第２

表）。

同町が15年に実施した空き家実態調査に

よれば、近い将来に特定空家等となる可能
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２点目は、売却先募集期間中の定期的な

管理である。更地の場合、定期的に売主負

担もしくは自身による除草が行われ、売り

物件の場合、同JAの職員が定期的に巡回す

るなどして、売却物件の保全に努めること

となる。また、売却先募集の看板（写真１）

を設置することも、売却物件が管理下にあ

ることを示し、不法侵入や治安悪化を抑制

することにつながっている。

３点目は、下仁田町との連携による空き

家利活用の支援である。前述のとおり、同

JAは、下仁田町の空き家利活用事業で、宅

建業法に基づく売買契約や賃貸の仲介業務

を担っている。さらに、同JAは、こうした

法定業務に加え、物件査定や改修などの助

言も行っている。法定業務による手数料収

入はあるものの、査定や助言に費やす人件

費を考慮すると、当該支援の事業収益はほ

とんど期待できない。それでも、同JAは、

この空き家利活用の支援を通じて、移住定

住者の獲得にも貢献しており、地域貢献事

業の一つとして、空き家の発生抑制に取り

組んでいる。なお、富岡市も空き家バンク

を実施しているが、同JAは全国宅地建物取

引業保証協会に加入していないため、富岡

市が提示する要件を満たさず、補助事業へ

4　農協系統の取組み

事例紹介した各自治体は、管内の空き家

実態や都市・景観計画、地域振興等を踏ま

えた空き家対策に取り組んでいた。それで

は、こうした地域で事業を展開する農協系

統のJA甘楽富岡およびジェイエイハウスサ

ービス（株）が、空き家問題という地域の

課題に対し、事業を通して貢献しているこ

とを説明していく。

（1）　JA甘楽富岡

JA甘楽富岡は、富岡市、下仁田町、甘楽

町、南牧村を事業区域とし、94年に宅地建

物取引業者の免許を取得して、組合員の賃

貸物件管理をはじめとする不動産取引・仲

介事業に取り組んでいる。

同JAは、次に挙げる３つの点で、空き家

発生の抑制や実質的な空き家管理の実施に

貢献していると考えられる。１点目は、空

き家に至る前段での不動産売却支援である。

同JAによれば、かつては、所有者の死亡に

より空き家状態となった段階で売却等の相

談を受ける場合が多かったが、最近は、不

動産所有者が高齢者施設に入所した時点で、

その子世代がその不動産の売却等を同JA

に相談するようになってきたという。同JA

は、管内の不動産売買実績や賃貸市場動向

に基づき、賃貸に伴う改修費や家賃相場、

改修費用の回収時期の提示、更地による売

却の提案などを行い、空き家状態に至るこ

とを未然に防いでいる。 写真 1　 売却先募集の看板（筆者撮影［18年8月］）
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ことが多いことに加え、売却や賃貸を希望

する案件が多く、維持管理を必要とする人

が現時点ではいないと判断している。また、

同JAは、空き家に至る前段階で様々な相談、

売却・賃貸管理等の支援、行政との連携を

実施しているため、維持管理の依頼が生じ

ないと考えられる。

（2）　ジェイエイハウスサービス（株）

ジェイエイハウスサービス（株）は、賃

貸管理、不動産売買等の総合不動産業を営

む全農群馬県本部の子会社で、95年に設立

された。前橋市に本店、太田市に営業所を

置き、主に、前橋市、高崎市、渋川市、伊

勢崎市、太田市の都市部中心に事業を展開

する。11年に管理戸数3,000戸を超え、営業

エリアで存在感のある管理規模である。

同社は、遊休不動産の利活用や売却等の

相談に応じており、空き家に至らずに済ん

だ物件は多い。不動産業を営んでいること

の直接的な関与はできていない。

このように、同JAは空き家の発生抑制や

利活用に取り組んできたが、15年度より空

き家の観点を導入し、既存事業である売買

管理、賃貸管理を取り込みつつ、維持管理

を新たに加えて、「空き家管理」サービスを

開始した。同JAによれば、自治体が空き家

対策にかかる独自条例を制定する動きが全

国に広がり、空き家増加の実態や管理の必

要性を訴えるマスコミ報道を受けて、空き

家にかかる事業化を検討したとのことであ

る。また、15年に施行された空家特措法も

事業開始の契機となった。「空き家管理」の

広告は、看板（写真２）、折り込みチラシ（第

４図）、同JAのウェブサイトに掲載してお

り、売却や賃貸の相談が定期的に寄せられ

ている。

なお、維持管理の依頼や問合せはほとん

どない。しかし、同JAによれば、維持管理

の必要な空き家は近隣に住む親族が見回る

写真 2　 空き家管理の物件を募集する看板
（筆者撮影［18年 8月］）

第4図　空き家管理の物件を募集する
折り込みチラシ（部分拡大）

出典 JA甘楽富岡提供資料
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からすれば、当然のことと考えがちである

が、農協系統として空き家を未然に防いで

いる意義は大きいと考えられる。また、売

却や賃貸募集中の物件は、同社や同社の助

言に基づき所有者が維持管理に努めており、

空き家管理がなされているのと同様の効果

が得られているといえる。これらは、JA甘

楽富岡の取組みでも確認された事実であり、

同社でも空き家発生の抑制や実質的な空き

家管理の実施に貢献していると考えられる。

それでも、同社の事業区域での空き家は

今後増加する可能性が高く、同社は、今後、

地元農協や行政との連携による空き家情報

の共有や、空き家管理事業の利用啓発等を

検討している。なお、同社は、前橋市が設

置する空家利活用センターが協定を締結す

る不動産団体に加盟しており、同センター

に寄せられた相談案件を引き受けることと

している。

これまで紹介したとおり、同社は既存事

業を通じて空き家の発生抑制や空き家状態

にある売却・賃貸募集物件を適正に管理す

ることに貢献しているが、同社は、空家特

措法施行や近年高まる空き家対策の必要性

を踏まえつつ、賃貸管理や不動産売買事業

を発展させるために、16年４月より空き家

管理サービスも提供している。同社の構想

は、空き家管理の引受物件が不動産売買や

賃貸管理へ移行する仕掛かり在庫の獲得に

つながること、これを達成するためには空

き家管理を安価に引き受ける必要があるこ

と、である。しかし、同社に空き家管理事

業のノウハウはなく、開始から３年程度は

管理件数を絞ってノウハウの蓄積に努める

こととした。このため、空き家管理事業の

広告は自社のウェブサイト、自治体のウェ

ブバナー、パンフレットの作製にとどめた

（第５図）。それでも、高崎市に空き家物件

を所有する群馬県外在住者から管理依頼が

１件あり、16年から執筆時点までの月１回、

建物の目視点検等を実施している。点検終

了後は、作業実施時の写真とともに点検報

告書を依頼主に送付している（第６図）。

空き家管理の依頼人が、同社に依頼した

理由として、農協事業に対する安心感を挙

げている。多くの不動産業者や便利屋など

が空き家管理サービスを提供するなかで、

農協に対する信頼感が空き家という資産の

管理を任せたい理由となっていることがう

かがえる。なお、前述のとおり、高崎市は、

空き家管理に要する経費を一部補助する事

業を実施しているが、同社は前橋市に本店

を構えるため、当該事業の補助要件の一つ

である地元業者に該当しない。そこで同社

は、ノウハウ蓄積を優先し、高崎市の補助

事業相当分を割引して空き家管理を実施し

ている。

5　空き家問題に関与するうえ
　　での検討事項　　　　　　

最後に、事例自治体の空き家対策と農協

系統の空き家にかかる諸事業の事例を踏ま

えて、農協系統が空き家問題に関与するう

えでの検討事項を３点提示したい。

農林中金総合研究所 
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第5図　ジェイエイハウスサービス（株）の空き家管理サービスパンフレット

出典 ジェイエイハウスサービス（株）提供資料
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（1）　空き家の観点で既存事業を位置づ

けること

空き家問題が社会的な関心事となるなか、

地域社会に根ざす農協系統は避けて通れな

い地域問題になりつつある。そこで、農協

系統は、空き家の観点で既存事業を位置づ

け、現時点で空き家対策にどの程度関与し

ているか確認することから着手することが

考えられる。

事例で紹介した農協の子会社や農協の不

動産事業部門は、その地域での不動産売買

や賃貸借等の事業を通じて、空き家の発生

を抑制し、地域の景観保全や行政が推進す

る空き家対策に貢献している。空き家対策

を事業で取り組もうとすると、空き家管理

サービスの提供を考えがちであるが、売却・

賃貸募集の状態である物件も、空き家の発

生抑制や管理とみなせることを事例は示し

ている。また、JA甘楽富岡のように、農村

部で不動産仲介事業を実施することは、当

該事業が提供されにくい地域での空き家発

生の抑制に貢献していることを示している。

さらに、こうした既存事業の整理は、空

き家対策に取り組む自治体との接点を見い

だす契機にもつながると考えられるため、

初めに着手したい検討事項である。

（2）　自治体との情報交換体制を構築する

こと

空家特措法が施行され、空き家対策に取

り組む自治体が増加するなか、空き家所有

者の最初の相談先が自治体窓口となるケー

スは多い。各自治体では、全数調査による

空き家の実態把握が進む一方、不動産取引

や空き家の情報は、自治体よりも事業者の

方が日常から接しており、自治体は情報不

足に悩まされている。

筆者が聞き取りした自治体の担当者は、

口をそろえて農協系統との情報交換や連携

を希望しており、今後、農協系統は自治体

の空き家対策を無視すべきではないと考え

られる。まずは、自治体と農協系統とで情

報交換を実現し、地域課題の一つである空

き家問題への関与を検討し始めてはどうだ

ろうか。

第6図　点検報告書のひな形

資料 第5図に同じ
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なお、各自治体は、事業者育成の観点か

ら、補助事業の需給要件を区域内事業者に

限ることが多い。そこで、農協が補助事業

を受託できるようにする方法として、県連

等の上位団体や関係会社からノウハウを提

供してもらい自前で事業化することや、代

理店・フランチャイズ方式等を活用するこ

とが考えられる。

　＜参考文献＞
・ 多田忠義（2017）「空き家をめぐる政策・金融・管
理（1）～空き家の定義と発生要因、行政の取組みと課
題について～」『金融市場』11月号、40～47頁
・ 西山弘泰（2016）「全国の自治体による空き家対策」、
由井義通・久保倫子・西山弘泰編『都市の空き家
問題　なぜ？どうする？』古今書院、187～203頁

（ただ　ただよし）

（3）　空き家対策に関与できるよう

自治体の要件を満たすこと

農協系統が空き家対策に実際に関与して

いくうえで留意すべき事項は、自治体が求

める要件を満たすかどうかである。ジェイ

エイハウスサービス（株）の事例では事業

所の立地、JA甘楽富岡の事例では業界団体

への未加入が、それぞれ補助事業の受け皿

や連携体制構築上の障壁となっていた。

もちろん、農協系統の様々な事情や制約、

地域内の政治力学などで、自治体が提示す

る要件を満たすことが最善策とならない場

合もあるだろう。そうだとしても、それぞ

れの地域の空き家問題が解決の方向へと向

かえるような取組みは何であるかを、自治

体との情報交換や既存事業の現状を踏まえ

つつ検討することが大切であると考える。

農林中金総合研究所 
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本稿では、2018年６月に確報が公表され

た「農業経営統計調査 営農類型別経営統

計」（農林水産省）を主に用いて、16年にお

ける個別農業経営の動向を整理する。まず、

農業経営に関する各種の統計を用いて、16

年の農業経営の全体像を概観し、その後、

主要な営農類型別に個別経営体の経営につ

いて報告する。

（1）　農産物価格の上昇と資材価格の

低下により、農業交易条件指数は

上昇

16年の農業経営を取り巻く経営環境につ

いて「農業物価統計調査」を用いて概観す

る。第１図は10年の農業物価を100として

各年の物価を指数化したものである。

農業の経営環境を知る手掛かりとして、

農業交易条件指数（以下「交易条件」という）

に着目していく。交易条件は、農産物価格

総合指数（以下「農産物価格」という）を農

業生産資材価格総合指数（以下「資材価格」

という）で除したものであり、その上昇（低

下）は経営環境の良化（悪化）を示すもの

である。

近年の交易条件の推移をみると、14年ま

で資材価格の上昇により交易条件は低下が

続いていたが、15年に農産物価格の上昇と

研究員　長谷　祐

2016年の農業経営の動向

はじめに

1　農業交易条件が前年から
　　良化。農業総産出額が　
　　 9兆円を超える　　　　

〈農業物価総合指数・農業交易条件指数〉

第1図　農業物価指数の推移
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資料 農林水産省「農業物価統計調査」 
（注） 17年は公表されているデータ（15年基準）をリンク係

数を用いて接続。
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（注 1） 正確には二重計上を避けるため、農産物の
品目別生産量から種子、飼料等の中間生産物を
控除した数量に、当該品目の農家庭先価格を乗
じて合計したものである（農林水産省（2018a））。

（3）　個別経営体の農家総所得も11年ぶり

に500万円を超える

以上のような経営環境の変化は、個別経

営体にどのように影響したのだろうか。次

節で営農類型別にみていく前に、個別経営

体全体の動向を把握しておこう。第４図は

12年以降の個別経営体の所得構造の変化を

まとめたものである。16年の総所得は前年

原油価格の下落を受けた光熱動力費の低下

もあって交易条件は上昇した。16年も引き

続き各品目で農産物価格が上昇し、資材価

格が低下したことから、交易条件は前年比

で8.8上昇の106.1と、100（10年の水準）を超

える水準となっている。

（2）　農業総産出額は 9兆円を超える

ものの、生産量は減少傾向

農産物価格の上昇により農業総産出額は

増加している。「生産農業所得統計」によれ

ば、16年の農業総産出額は前年から4,046億

円増加して９兆2,025億円（前年比4.6％増加）

であった。農業総産出額の増加は２年連続

であり、00年以来の９兆円台となった（第

２図）。

農業総産出額は、品目別に生産量と価格

を乗じたものの合計として計算される
（注1）
こと

から、各主要品目の産出額および生産量と

価格について15年との増減を示したものが

第３図である。図からは、全ての主要作目

で産出額の増加および価格の上昇がみられ

るものの、酪農を除いて生産量が減少して

いることを読み取ることができる。

（兆円）

第2図　農業総産出額の推移
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資料 農林水産省「生産農業所得統計」
12年 13 14 15 16

8.5 8.5 8.4 8.8 9.2

（％）

第3図　2016年の主要品目別農業産出額、生産量、
価格指数の前年比増減率
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資料 農林水産省「生産農業所得統計」「農業物価統計調
査」「作物統計」「牛乳乳製品統計」「畜産物流通調査」

（注）1  酪農の生産量は生乳生産量、価格指数は生乳の
データを使用している。

　 2  肉用牛の生産量はと畜頭数のデータを使用。価格
指数は類別品目で肉用牛に分類される4項目を、ウエ
イトに従って加重平均したものを使用している。

米 野菜 果実 酪農 肉用牛

（万円）

第4図　個別経営体の所得構造

600

400

200

0

農業所得 農外所得 年金等収入

資料 農林水産省「経営形態別経営統計（個別経営）」
12年 13 14 15 16

476 473 456
496

521

185 187 191
195

195

155 153 146
147

140

総所得

136 133 120 153 185

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/



農林金融2018・11
35 - 665

みていこう。

（1）　水田作

― 米価の持ち直しにより農業所得が

増加―

水田作経営では、１戸あたりの農業所得

が10万円増加して63万円（前年比19.0％増

加）となった。これは、米価が持ち直した

ことによって、販売等収入が前年から16万

円増加したことが大きく影響している。こ

の米価上昇の背景には、主食用米から戦略

作物への転換によって需給調整が進んだこ

とが指摘できる。16年の農業所得に影響を

与える15年産米では、主食用米の超過作付

比＋25万円の521.2万円であり、05年以来の

500万円台となった。特に農業所得が前年か

ら32万円増加しており、経営環境の良化が

農業所得を押し上げ、個別経営体の総所得

の増加にもつながっていることが分かる
（注2）
。

（注 2） 05年の総所得の内訳では、農外所得が農業
所得を上回っていたが、16年では農業所得が農
外所得を上回っている。

第１表は営農類型別に農業所得の前年と

の比較をまとめたものである。本表を参考

にしつつ、営農類型別に農業経営の動向を

2　営農類型別にみた2016年の
　　農業経営の動向　　　　　

個別経営全体 水田作
15年 16 増減額 増減率 寄与度 15年 16 増減額 増減率 寄与度

農業所得 153 185 32 21.2 - 53 63 10 19.0 -
農業粗収益 544 593 49 9.1 32.4 253 266 13 5.0 24.0
販売等収入
補助金等

487
57

538
56

51
△1

10.4
△2.4

33.3
△0.9

198
55

214
52

16
△4

8.2
△6.5

30.8
△6.8

農業経営費 391 408 17 4.3 △11.1 201 203 3 1.3 △4.9

第1表　2016年の個別経営体における農業所得の前年比増減とその要因
（単位　万円、％）

野菜作 果樹作
15年 16 増減額 増減率 寄与度 15年 16 増減額 増減率 寄与度

農業所得 296 341 46 15.4 - 208 247 39 18.7 -
農業粗収益 750 821 71 9.4 23.9 564 609 46 8.1 21.9
販売等収入
補助金等

711
39

780
41

69
2

9.7
4.4

23.3
0.6

545
19

592
17

48
△2

8.7
△10.5

22.8
△1.0

農業経営費 455 480 25 5.5 △8.5 356 362 7 1.9 △3.2

酪農 肉用牛
15年 16 増減額 増減率 寄与度 15年 16 増減額 増減率 寄与度

農業所得 1,054 1,468 414 39.3 - 560 803 244 43.5 -
農業粗収益 5,313 5,764 452 8.5 42.8 2,354 2,572 218 9.3 39.0
販売等収入
補助金等

5,035
278

5,500
264

466
△14

9.2
△5.1

44.2
△1.3

2,206
148

2,405
168

198
20

9.0
13.6

35.4
3.6

農業経営費 4,259 4,296 38 0.9 △3.6 1,795 1,769 △25 △1.4 4.5
資料 　農林水産省「経営形態別経営統計（個別経営）」「営農類型別経営統計（個別経営）」
（注）1  　寄与度は、農業所得の変動に対する各項目の変動の影響を示す。

2  　補助金等は、農業経営統計調査における共済・補助金等受取金を指す。
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農業粗収益の増加については、前掲第１

図にもあるとおり青果物価格の上昇が影響

している。この点について、青果物の価格

指数を月別に、過去５年（11～15年）の平

均値と比較したものが第６図である。これ

によれば、16年の青果物価格は例年よりも

高値で推移したことが分かる。この背景に

あるものは青果物出荷量の減少であり、そ

れは天候不順や自然災害によってもたらさ

れたものである。年明けの寒波によって果

実の生産量が減少したのを皮切りに、夏秋

の豪雨や６つの台風の上陸に伴う日照不足

により、全体の生産量は減少した。

（3）　酪農

― 牛の取引価格上昇による農業所得

の増加―

酪農の農業所得は前年から414万円増加

し、1,468万円となっている。この農業所得

の増加も販売等収入が増加したことによる

ものであるが、この点についてより詳細に

けが解消されたことから、米の需給が引き

締まったものと考えられよう（第５図）。

また、水田作経営は他の営農類型と比較

して、農業粗収益に占める補助金の割合が

高い特徴がある。16年は米価の持ち直しの

影響で補助金収入が減少している
（注3）
ものの、

その割合は19.5％となっており、補助金政

策の影響を受けやすい経営であることがう

かがえる。
（注 3） ただし、15年産米でも標準的収入額を下回
ったことから、「米・畑作物の収入減少影響緩和
対策（ナラシ対策）」が取られている。

（2）　青果物（野菜作・果樹作）

― 天候不順による生産量

減少と価格上昇―

青果物でも農業所得が前年

から増大している。野菜作で

は46万円増加して341万円、果

樹作では39万円増加して247

万円となった。どちらも農業

経営費の増加がみられる一方

で、それを上回って農業粗収

益が増加している。

（万ha）

第5図　戦略作物の作付面積と主食用米の
超過作付けの動向
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資料 農林水産省「米をめぐる状況について」「経営所得安
定対策等の加入申請状況」

12年 13 1514 16 17

新規需要米 麦 大豆
飼料作物

主食用米の超過作付面積

作付面積合計
35.0 34.0 36.7

42.3 44.3 44.7

△1.3 △2.2 △1.7

（ポイント）

第6図　月別にみた野菜および果樹の価格指数の2016年と平年との差
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資料 農林水産省「農業物価統計調査」「野菜をめぐる情勢」「果樹をめぐる情勢」 
（注） 「平年」は過去5年間（11～15年）の各月の指数を平均したもの。
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不足となり生産減少

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/



農林金融2018・11
37 - 667

農業所得の増加について繁殖牛経営と肥

育牛経営に分けてみていくと（第８図）、繁

殖牛経営では農業所得が前年から181万円

増加して557万円となった。子牛販売収入

（自家生産和牛収入）が201万円増加してい

ることから、繁殖牛飼養頭数の減少による

子畜の価格高騰を背景とした、畜産収入の

増加が農業所得の増加をけん引しているこ

みていく（第７図）と、販売等収入の増大

をけん引しているのは「在庫・動植物の増

減
（注4）
」と「その他畜産収入の増減」であるこ

とが分かる。粗収益の増大に占める「生乳

販売の増減」による部分は半分以下程度で、

規模によっては生乳販売が前年比でマイナ

スとなっていることには留意が必要である。

「その他畜産収入」には自家生産乳牛の

取引収入が含まれており、「在庫・動植物

の増減」は飼養されている乳牛価格の評価

額の増減であることから、酪農経営の所得

増加は牛の取引価格の上昇によるものとい

える。
（注 4） 1年間での生物資産の評価額の増減を収支
として計算しているもので、現金収入とはなら
ない。

（4）　肉用牛

― 繁殖、肥育とも肉用牛価格上昇に

より農業所得が増加―

肉用牛経営全体では、農業所得が前年か

ら244万円増加して803万円となっている。

これは販売等収入が198万円増加したほか、

農業経営費が減少したことも影響している。

（%）

第7図　経営規模別にみた2016年の酪農経営に
おける農業粗収益の前年比増減要因
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資料 農林水産省「営農類型別経営統計（個別経営）」
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第8図　繁殖牛経営および肥育牛経営における
農業所得前年比増加の要因（2016年）

（万円）

資料 第7図に同じ 
（注） 子牛販売収入は「営農類型別経営統計」における自

家生産和牛の販売収入を指す。
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れた戦略作物への転換、青果物では天候不

順や自然災害による品薄感、畜産では繁殖

牛飼養頭数の減少による生物資産の価格上

昇によって引き起こされたものということ

ができよう。

17年以降もTPP11や日EUEPAへの署名、

米の生産調整の見直しなど政策的に大きな

動きがあるほか、天候不順や自然災害の発

生も相次ぎ、多くの農業経営に影響が出て

きている。

農業経営をめぐる様々な環境のリスクが

拡大するなかで、安定的な食料生産に向け

て農業経営の体質強化とともに、持続性確

保に向けた支援が求められる。

　＜参考文献＞
・ 農林水産省（2018a）「平成29年度　食料・農業・
農村白書」

・ 農林水産省（2018b）「農業経営統計調査 営農類型
別経営統計」

（ながたに　たすく）

とが分かる。

一方で、肥育牛経営においても農業所得

が前年から551万円増加して1,794万円とな

っている。子牛価格の上昇は肥育牛経営に

とって農業経営費の増加につながるもので

あり、農業経営費の動物支出（肥育素牛）は

前年から260万円増加している。ただし、

同時期に飼料費が213万円減少したため、経

営費全体では105万円の増加にとどまった。

農業経営全般については、経営環境の良

化、特に農産物価格の上昇によって農業経

営の経営指標は改善しているといえる。ま

た、農業物価に着目するならば、17年も全

体としては16年と同様の傾向が続くとみら

れる（ただし、水田作は良化、野菜作は悪化）。

一方で、こうした動きは旺盛な需要に支

えられたものではない。16年における農産

物の価格上昇は、稲作では政策的に進めら

おわりに
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https://www.nochuri.co.jp/



農林金融2018・11
39 - 669

〈発行〉　2017年12月

農林漁業金融統計2017

農林漁業系統金融に直接かかわる統計のほか、農林漁業に

関する基礎統計も収録。全項目英訳付き。

書 籍 案 内

Ａ4版　　193頁
頒 価　　2,000円（税込）

編　　集…株式会社農林中金総合研究所
　　　　　〒151 -0051　東京都渋谷区千駄ヶ谷5-27 -11 ＴＥＬ 03（6362）7753
 ＦＡＸ 03（3351）1153
発　　行…農林中央金庫
　　　　　〒100 -8420　東京都千代田区有楽町1-13 -2

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/



農林金融2018・11
40 - 670

統　計　資　料

目　　次

利用上の注意（本誌全般にわたる統計数値）
1　数字は単位未満四捨五入しているので合計と内訳が不突合の場合がある。
2　表中の記号の用法は次のとおりである。
「 0」単位未満の数字　「 ‒」皆無または該当数字なし
「…」数字未詳　　　　「△」負数または減少
「＊」訂正数字　　　　「Ｐ」速報値

1．農林中央金庫　資金概況　（海外勘定を除く） ……………………………………（41）   

2．農林中央金庫　団体別・科目別・預金残高　（海外勘定を除く） ………………（41）   

3．農林中央金庫　団体別・科目別・貸出金残高　（海外勘定を除く） ……………（41）   

4．農林中央金庫　主要勘定　（海外勘定を除く） ……………………………………（42）   

5．信用農業協同組合連合会　主要勘定 ………………………………………………（42）   

6．農業協同組合　主要勘定 ……………………………………………………………（42）

7．信用漁業協同組合連合会　主要勘定 ………………………………………………（44）

8．漁業協同組合　主要勘定 ……………………………………………………………（44）

9．金融機関別預貯金残高 ………………………………………………………………（45）   

10．金融機関別貸出金残高 ………………………………………………………………（46）

統計資料照会先　農林中金総合研究所調査第一部
  ＴＥＬ 03（6362）7755
  ＦＡＸ 03（3351）1153

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/



農林金融2018・11
41 - 671

（単位  百万円）

団 体 別 手 形 貸 付 計当 座 貸 越 割 引 手 形証 書 貸 付

系

計

その他系統団体等小計
会 員 小 計
そ の 他 会 員
森 林 団 体
水 産 団 体
開 拓 団 体
農 業 団 体

合 　 計

そ の 他
関 連 産 業

等

体

団

統

（注）　単位未満切り捨てのため他表と一致しない場合がある。

（単位  百万円）

（単位  百万円）

1． 農 林 中 央 金 庫 資 金 概 況

現 　 金
預 け 金

貸借共通
合　　計有価証券 貸 出 金 そ の 他預 　 金 発行債券 そ の 他年 月 日

普通預金 計当座預金 別段預金 公金預金定期預金 通知預金

会 員 以 外 の 者 計
会 員 計
そ の 他 会 員
森 林 団 体
水 産 団 体
農 業 団 体

合 　 計

団 体 別

2． 農林中央金庫・団体別・科目別・預金残高

3． 農林中央金庫・団体別・科目別・貸出金残高

2013 . 8 48 ,273 ,510 4 ,361 ,479 25 ,103 ,111 7 ,315 ,751 48 ,281 ,427 15 ,816 ,774 6 ,324 ,148 77 ,738 ,100
2014 . 8 51 ,045 ,710 3 ,853 ,777 28 ,249 ,138 9 ,975 ,475 50 ,697 ,759 17 ,183 ,715 5 ,291 ,676 83 ,148 ,625
2015 . 8 54 ,359 ,268 3 ,406 ,472 35 ,611 ,419 12 ,516 ,205 57 ,686 ,683 18 ,395 ,437 4 ,778 ,834 93 ,377 ,159
2016 . 8 61 ,204 ,037 2 ,837 ,329 29 ,646 ,304 24 ,529 ,057 52 ,913 ,635 11 ,895 ,381 4 ,349 ,597 93 ,687 ,670
2017 . 8 64 ,565 ,307 2 ,153 ,003 40 ,130 ,884 24 ,764 ,661 62 ,176 ,800 10 ,327 ,776 9 ,579 ,957 106 ,849 ,194

2018 . 3 65 ,576 ,322 1 ,774 ,498 33 ,899 ,762 27 ,949 ,397 52 ,283 ,016 10 ,660 ,039 10 ,358 ,130 101 ,250 ,582
 4 66 ,247 ,562 1 ,730 ,631 34 ,479 ,290 28 ,657 ,554 52 ,081 ,661 10 ,547 ,378 11 ,170 ,890 102 ,457 ,483
 5 66 ,006 ,531 1 ,687 ,489 34 ,499 ,724 26 ,573 ,588 51 ,871 ,264 10 ,640 ,995 13 ,107 ,897 102 ,193 ,744
 6 67 ,168 ,178 1 ,644 ,713 34 ,949 ,120 28 ,020 ,854 51 ,802 ,226 11 ,067 ,971 12 ,870 ,960 103 ,762 ,011
 7 66 ,847 ,776 1 ,601 ,665 34 ,256 ,456 27 ,405 ,290 51 ,471 ,582 11 ,399 ,305 12 ,429 ,720 102 ,705 ,897
 8 66 ,557 ,692 1 ,558 ,640 33 ,486 ,370 24 ,174 ,612 51 ,554 ,384 11 ,915 ,002 13 ,958 ,704 101 ,602 ,702

 55 ,494 ,613 - 2 ,671 ,326 79 2 ,798 - 58 ,168 ,815
 1 ,845 ,758 - 134 ,573 1 56 - 1 ,980 ,388
 1 ,778 - 5 ,351 7 206 - 7 ,342
 2 ,069 - 14 ,618 - - - 16 ,687
 57 ,344 ,217 - 2 ,825 ,867 87 3 ,060 - 60 ,173 ,232
 440 ,787 22 ,919 372 ,497 93 ,287 5 ,422 ,296 32 ,675 6 ,384 ,461

 57 ,785 ,004 22 ,919 3 ,198 ,364 93 ,374 5 ,425 ,356 32 ,675 66 ,557 ,693

 1 ,441 ,952 105 ,840 16 ,297 - 1 ,564 ,089
 12 8 - - 20

 32 ,062 3 ,135 6 ,497 10 41 ,704
 2 ,354 2 ,867 1 ,851 1 7 ,073
 603 634 20 - 1 ,257
 1 ,476 ,984 112 ,485 24 ,665 10 1 ,614 ,144
 97 ,650 10 ,374 43 ,828 - 151 ,851

 1 ,574 ,634 122 ,859 68 ,493 10 1 ,765 ,995

 3 ,334 ,961 38 ,686 845 ,678 1 ,402 4 ,220 ,726
 5 ,766 ,559 2 ,418 159 ,303 - 5 ,928 ,282

 10 ,676 ,154 163 ,963 1 ,073 ,474 1 ,412 11 ,915 ,003

（注）　 1 金額は単位未満を四捨五入しているので、内訳と一致しないことがある。　　 2 上記表は、国内店分。
3 海外支店分預金計　276 ,103百万円。

2018年 8 月末現在

2018年 8 月末現在

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/
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4． 農 林 中 央 金（貸　　　 方）

発 行 債 券計定 期 性当 座 性
預 　 金

年 月 末 譲 渡 性 預 金

借 入 金 出 資 金譲 渡 性 貯 金う ち 定 期 性計
年 月 末 貯 　 金

貸 　 　 　 方
5． 信 用 農 業 協 同 組

（注）　 1 　単位未満切り捨てのため他表と一致しない場合がある。　　 2 　預金のうち当座性は当座・普通・通知・別段預金。
3 　預金のうち定期性は定期預金。

（借　　　 方）

手 形 貸 付買 入 手 形預 け 金 う ち 国 債計現 金
有 価 証 券

年 月 末 商品有価証券

うち信用借入金計計
借 入 金

6． 農 業 協 同 組

定 期 性当 座 性
年 月 末 貯 　 金

貸 　 　 　 方

2018 . 3 8 ,736 ,414 56 ,839 ,908 65 ,576 ,322 - 1 ,774 ,498
 4 9 ,075 ,829 57 ,171 ,733 66 ,247 ,562 - 1 ,730 ,631
 5 8 ,829 ,373 57 ,177 ,158 66 ,006 ,531 - 1 ,687 ,489
 6 9 ,412 ,590 57 ,755 ,588 67 ,168 ,178 9 ,900 1 ,644 ,713
 7 9 ,042 ,454 57 ,805 ,322 66 ,847 ,776 - 1 ,601 ,665
 8 8 ,744 ,025 57 ,813 ,667 66 ,557 ,692 - 1 ,558 ,640

2017 . 8 8 ,359 ,794 56 ,205 ,513 64 ,565 ,307 - 2 ,153 ,003

2018 . 3 55 ,871 27 ,893 ,526 52 ,283 ,016 11 ,612 ,797 3 ,064 - 162 ,764
 4 86 ,594 28 ,570 ,959 52 ,081 ,661 11 ,358 ,797 11 ,505 - 174 ,170
 5 82 ,703 26 ,490 ,884 51 ,871 ,264 11 ,148 ,687 8 ,524 - 159 ,902
 6 36 ,701 27 ,984 ,152 51 ,802 ,226 11 ,128 ,647 6 ,114 - 160 ,588
 7 88 ,249 27 ,317 ,040 51 ,471 ,582 10 ,962 ,059 7 ,614 - 158 ,807
 8 32 ,124 24 ,142 ,487 51 ,554 ,384 11 ,022 ,024 5 ,339 - 163 ,963

2017 . 8 53 ,998 24 ,710 ,663 62 ,176 ,800 16 ,166 ,840 2 ,082 - 159 ,924

2018 . 3 64 ,813 ,958 63 ,607 ,443 1 ,255 ,098 1 ,809 ,065 1 ,969 ,107
 4 65 ,450 ,993 64 ,232 ,299 1 ,228 ,473 1 ,805 ,226 1 ,970 ,726
 5 65 ,337 ,928 64 ,311 ,001 1 ,336 ,468 1 ,805 ,226 1 ,970 ,726
 6 66 ,511 ,007 65 ,267 ,163 1 ,443 ,106 1 ,965 ,483 1 ,970 ,408
 7 66 ,590 ,585 65 ,408 ,094 1 ,494 ,125 1 ,965 ,482 1 ,975 ,111
 8 66 ,812 ,627 65 ,534 ,142 1 ,478 ,665 1 ,965 ,482 1 ,976 ,207

2017 . 8 64 ,571 ,200 63 ,226 ,686 1 ,395 ,477 1 ,445 ,833 1 ,954 ,037

2018 . 2 34 ,365 ,143 67 ,576 ,539 101 ,941 ,682 601 ,173 438 ,752
 3 34 ,526 ,240 66 ,779 ,723 101 ,305 ,963 633 ,070 462 ,517
 4 34 ,964 ,758 66 ,931 ,276 101 ,896 ,034 622 ,468 469 ,224
 5 34 ,565 ,013 67 ,156 ,215 101 ,721 ,228 637 ,615 491 ,092
 6 35 ,169 ,654 68 ,123 ,302 103 ,292 ,956 639 ,399 500 ,703
 7 34 ,697 ,629 68 ,514 ,296 103 ,211 ,925 642 ,089 512 ,041

2017 . 7 32 ,696 ,933 67 ,769 ,720 100 ,466 ,653 568 ,014 405 ,226

（注）　 1 　貯金のうち当座性は当座・普通・貯蓄・通知・出資予約・別段。　 2 　貯金のうち定期性は定期貯金・譲渡性貯金・定期積金。
3 　借入金計は信用借入金・共済借入金・経済借入金。

（注）　 1 　貯金のうち「定期性」は定期貯金・定期積金の計。　　　2 　出資金には回転出資金を含む。
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有 価 証 券 計コールローン 金銭の信託
機関貸付金

現 金 計 う ち 系 統
預 け 金

庫 主 要 勘 定

合 連 合 会 主 要 勘 定

貸 方 合 計

借 方 合 計そ の 他コ ー ル
ロ ー ン計割 引 手 形当 座 貸 越証 書 貸 付

貸 　 　 出 　 　 金

そ の 他資 本 金受 託 金コ ー ル マ ネ ー

計 （農）貸付金計 う ち 国 債現 金 計 う ち 系 統
預 有価証券・金銭の信託

合 主 要 勘 定
貸 出 金

借 　 　 　 方

組 合 数

貸 出 金
借 　 　 　 方

う ち 金 融

う ち 公 庫
け 金 報 告

（単位  百万円）

（単位  百万円）

 - 1 ,405 ,187 3 ,480 ,488 29 ,014 ,087 101 ,250 ,582
 - 2 ,162 ,484 3 ,480 ,488 28 ,836 ,318 102 ,457 ,483
 - 2 ,042 ,881 3 ,480 ,488 28 ,976 ,355 102 ,193 ,744
 - 2 ,970 ,655 3 ,480 ,488 28 ,488 ,077 103 ,762 ,011
 - 2 ,756 ,536 3 ,480 ,488 28 ,019 ,432 102 ,705 ,897
 - 2 ,736 ,813 3 ,480 ,488 27 ,269 ,069 101 ,602 ,702

 - 2 ,449 ,673 3 ,480 ,488 34 ,200 ,723 106 ,849 ,194

 9 ,324 ,533 1 ,169 ,670 3 ,070 10 ,660 ,039 630 ,000 9 ,725 ,066 101 ,250 ,582
 9 ,303 ,685 1 ,066 ,673 2 ,848 10 ,547 ,378 950 ,000 10 ,209 ,386 102 ,457 ,483
 9 ,362 ,731 1 ,116 ,342 2 ,018 10 ,640 ,995 1 ,130 ,000 11 ,969 ,374 102 ,193 ,744
 9 ,795 ,709 1 ,109 ,334 2 ,339 11 ,067 ,971 1 ,175 ,000 11 ,689 ,847 103 ,762 ,011
 10 ,163 ,132 1 ,075 ,726 1 ,638 11 ,399 ,305 818 ,000 11 ,604 ,107 102 ,705 ,897
 10 ,676 ,154 1 ,073 ,473 1 ,411 11 ,915 ,002 2 ,000 ,000 11 ,953 ,366 101 ,602 ,702

 9 ,152 ,968 1 ,012 ,880 2 ,003 10 ,327 ,776 180 ,000 9 ,397 ,875 106 ,849 ,194

 70 ,800 43 ,146 ,594 43 ,095 ,414 40 ,000 874 ,647 19 ,239 ,403 7 ,442 ,678 1 ,855 ,136
 68 ,497 44 ,429 ,903 44 ,380 ,710 25 ,000 893 ,649 17 ,606 ,207 7 ,318 ,689 1 ,845 ,441
 63 ,209 44 ,230 ,732 44 ,177 ,045 30 ,000 928 ,353 17 ,716 ,178 7 ,333 ,876 1 ,836 ,612
 63 ,254 45 ,649 ,604 45 ,604 ,314 40 ,000 950 ,380 17 ,752 ,246 7 ,444 ,336 1 ,875 ,584
 70 ,443 45 ,508 ,951 45 ,456 ,130 25 ,000 974 ,318 17 ,957 ,973 7 ,467 ,616 1 ,880 ,202
 66 ,578 45 ,379 ,501 45 ,324 ,788 25 ,000 985 ,542 18 ,214 ,335 7 ,551 ,971 1 ,899 ,972

 64 ,964 43 ,751 ,328 43 ,702 ,787 15 ,000 781 ,420 17 ,556 ,956 7 ,019 ,337 1 ,745 ,027

409 ,689 77 ,036 ,960 76 ,797 ,564 3 ,982 ,692 1 ,620 ,766 21 ,656 ,580 160 ,855 654
401 ,113 76 ,644 ,678 76 ,408 ,385 3 ,920 ,755 1 ,571 ,319 21 ,749 ,256 162 ,092 652
420 ,104 77 ,440 ,515 77 ,201 ,007 3 ,863 ,094 1 ,522 ,396 21 ,672 ,687 162 ,138 648
424 ,714 77 ,108 ,346 76 ,857 ,531 3 ,833 ,112 1 ,490 ,843 21 ,761 ,362 162 ,811 648
424 ,589 78 ,675 ,178 78 ,427 ,799 3 ,820 ,068 1 ,457 ,908 21 ,794 ,236 162 ,793 648
434 ,626 78 ,576 ,275 78 ,332 ,375 3 ,950 ,664 1 ,554 ,947 21 ,834 ,885 162 ,543 648

435 ,887 75 ,557 ,962 75 ,331 ,973 3 ,976 ,593 1 ,676 ,916 21 ,786 ,951 169 ,787 654

（単位  百万円）
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（注）　貯金のうち定期性は定期貯金・定期積金。

（注）　 1 　貯金のうち定期性は定期貯金・定期積金。
2 　借入金計は信用借入金・経済借入金。
3 　貸出金計は信用貸出金。

7．信用漁業協同組合連合会主要勘定

8．漁 業 協 同 組 合 主 要 勘 定

借 　 方貸 　 方

現 　 金
有 価
証 券

預 け 金
借 用 金 出 資 金

貯 金年 月 末

計 うち定期性
貸 出 金

うち系統

借 　 方貸 　 方

現 金
有 価預 け 金借 入 金年 月 末

計 計 うち信用
借 入 金

貸 出 金

計 計うち系統 うち公庫
（農）資金

報　告

組合数
貯 　 金 払込済

出資金

計

証 券うち定期性

（単位  百万円）

（単位  百万円）

2018 . 5 2 ,439 ,160 1 ,718 ,367 30 ,368 55 ,571 16 ,990 1 ,955 ,917 1 ,935 ,520 78 ,074 462 ,575
 6 2 ,471 ,549 1 ,746 ,693 32 ,868 55 ,577 16 ,603 1 ,990 ,427 1 ,970 ,195 79 ,248 465 ,462
 7 2 ,483 ,426 1 ,773 ,703 32 ,867 55 ,572 17 ,945 1 ,991 ,272 1 ,971 ,768 80 ,614 468 ,409
 8 2 ,452 ,623 1 ,749 ,208 32 ,867 55 ,889 17 ,403 1 ,960 ,459 1 ,941 ,025 81 ,642 470 ,741

2017 . 8 2 ,431 ,171 1 ,737 ,774 22 ,270 55 ,421 16 ,705 1 ,915 ,865 1 ,896 ,112 80 ,887 483 ,448

2018 . 3  777 ,891 424 ,945 78 ,877 58 ,063 106 ,014 5 ,541 786 ,228 777 ,805 400 141 ,816 6 ,699 77

 4 768 ,244 421 ,007 80 ,271 58 ,052 105 ,979 5 ,383 779 ,605 771 ,071 400 143 ,903 6 ,595 77

 5 769 ,932 423 ,704 83 ,678 58 ,928 106 ,011 5 ,864 775 ,353 766 ,318 400 146 ,304 6 ,446 77

 6 774 ,537 425 ,724 84 ,273 59 ,824 105 ,389 5 ,776 757 ,882 748 ,746 400 148 ,733 6 ,461 76

2017 . 6  792 ,232 427 ,185 89 ,568 65 ,166 106 ,950 5 ,678 789 ,762 781 ,349 400 153 ,911 7 ,472 80
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9．金 融 機 関 別 預 貯 金 残 高

農 　 協 信 農 連 都市銀行 地方銀行 第二地方銀行 信用金庫 信用組合

（注）　1　農協、信農連は農林中央金庫、信用金庫は信金中央金庫調べ、信用組合は全国信用組合中央協会、その他は日銀資料（ホームページ等）
による。

2　都銀、地銀、第二地銀および信金には､オフショア勘定を含む｡
3　農協には譲渡性貯金を含む（農協以外の金融機関は含まない）。
4　ゆうちょ銀行の貯金残高は、月次数値の公表が行われなくなったため、掲載をとりやめた。

残

高

前

年

同

月

比

増

減

率

（単位  億円、％）

2015 . 3 936 ,872 580 ,945 3 ,067 ,377 2 ,432 ,306 632 ,560 1 ,319 ,433 192 ,063

2016 . 3 959 ,187 597 ,361 3 ,235 ,087 2 ,482 ,863 642 ,280 1 ,347 ,476 195 ,607

2017 . 3 984 ,244 622 ,288 3 ,433 ,657 2 ,543 ,180 657 ,873 1 ,379 ,128 199 ,392

 

2017 . 8 1 ,009 ,301 645 ,712 3 ,465 ,196 2 ,552 ,590 661 ,723 1 ,406 ,065 202 ,374

 9 1 ,007 ,674 643 ,331 3 ,458 ,376 2 ,555 ,365 665 ,314 1 ,411 ,279 203 ,126

 10 1 ,011 ,727 646 ,175 3 ,504 ,783 2 ,545 ,038 662 ,326 1 ,410 ,371 202 ,809

 11   1 ,012 ,066 646 ,679 3 ,550 ,005 2 ,553 ,928 662 ,581 1 ,407 ,147 202 ,405

 12 1 ,023 ,172 654 ,944 3 ,489 ,735 2 ,583 ,346 670 ,574 1 ,421 ,840 204 ,525

2018 . 1 1 ,017 ,769 650 ,320 3 ,535 ,579 2 ,562 ,605 662 ,674 1 ,410 ,888 203 ,329

 2 1 ,019 ,417 651 ,133 3 ,544 ,445 2 ,568 ,001 663 ,535 1 ,414 ,939 203 ,618

 3 1 ,013 ,060 648 ,140 3 ,593 ,112 2 ,620 ,107 668 ,302 1 ,409 ,772 203 ,399

 4 1 ,018 ,960 654 ,510 3 ,674 ,060 2 ,617 ,960 673 ,110 1 ,423 ,775 204 ,513

 5 1 ,017 ,212 653 ,379 3 ,705 ,121 2 ,634 ,961 647 ,247 1 ,417 ,632 203 ,338

 6 1 ,032 ,930 665 ,110 3 ,625 ,978 2 ,656 ,147 655 ,141 1 ,434 ,210 205 ,749

 7 1 ,032 ,119 665 ,906 3 ,652 ,310 2 ,629 ,287 648 ,906 1 ,428 ,333 205 ,194

 8 P  1 ,037 ,077 668 ,126 3 ,638 ,160 2 ,631 ,747 649 ,557 1 ,432 ,528 205 ,939

2015 . 3 2 .4 4 .5 4 .3 3 .2 2 .9 3 .0 2 .9

2016 . 3 2 .4 2 .8 5 .5 2 .1 1 .5 2 .1 1 .8

2017 . 3 2 .6 4 .2 6 .1 2 .4 2 .4 2 .3 1 .9

 

2017 . 8 3 .0 4 .7 6 .7 2 .9 2 .6 2 .3 1 .8

 9 3 .2 4 .8 5 .6 3 .3 2 .4 2 .5 1 .9

 10 3 .0 4 .6 6 .2 2 .7 2 .2 2 .3 1 .9

 11         　3 .0 4 .6 5 .7 2 .4 2 .2 2 .2 2 .0

 12 2 .9 4 .5 4 .9 2 .5 2 .0 2 .4 2 .0

2018 . 1 2 .9 4 .3 5 .3 2 .6 1 .7 2 .2 1 .9

 2 2 .9 4 .3 5 .5 2 .3 1 .6 2 .1 1 .9

 3 2 .9 4 .2 4 .6 3 .0 1 .6 2 .2 2 .0

 4 2 .9 4 .3 6 .0 2 .6 1 .8 2 .1 2 .0

 5 2 .8 4 .1 5 .8 3 .3 △1 .8 1 .9 1 .7

 6 2 .8 4 .0 4 .9 3 .6 △1 .5 2 .2 1 .9

 7 2 .7 3 .9 5 .4 3 .3 △1 .7 2 .0 1 .8

 8 P        　2 .8 3 .5 5 .0 3 .1 △1 .8 1 .9 1 .8

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/



農林金融2018・11
46 - 676

10．金 融 機 関 別 貸 出 金 残 高

残

高

農 　 協 信 農 連 都市銀行 地方銀行 第二地方銀行 信用金庫 信用組合

（注）　 1 　表 9 （注）に同じ。
2 　貸出金には金融機関貸付金を含まない。また農協は共済貸付金・公庫貸付金を含まない。
3 　ゆうちょ銀行の貸出金残高は、月次数値の公表が行われなくなったため、掲載をとりやめた。

前

年

同

月

比

増

減

率

（単位  億円、％）

2015 . 3 209 ,971 52 ,083 1 ,829 ,432 1 ,783 ,053 470 ,511 658 ,016 100 ,052

2016 . 3 206 ,362 51 ,472 1 ,853 ,179 1 ,846 ,204 487 ,054 673 ,202 102 ,887

2017. 3 203 ,821 52 ,646 1 ,846 ,555 1 ,918 ,890 502 ,652 691 ,675 106 ,382

 

2017 . 8 204 ,723 52 ,743 1 ,803 ,310 1 ,933 ,864 502 ,855 693 ,170 107 ,174

 9 204 ,586 52 ,974 1 ,812 ,961 1 ,951 ,416 509 ,453 702 ,433 108 ,374

 10 203 ,671 54 ,335 1 ,798 ,892 1 ,947 ,571 506 ,569 697 ,827 108 ,158

 11 203 ,889 54 ,223 1 ,799 ,191 1 ,956 ,674 508 ,744 698 ,233 108 ,541

 12 203 ,296 54 ,963 1 ,815 ,829 1 ,975 ,481 515 ,375 707 ,074 109 ,653

2018 . 1 203 ,076 55 ,011 1 ,809 ,748 1 ,972 ,144 512 ,719 702 ,375 109 ,234

 2 203 ,466 54 ,853 1 ,799 ,351 1 ,974 ,305 512 ,923 702 ,795 109 ,506

 3 204 ,568 55 ,875 1 ,816 ,884 1 ,996 ,811 519 ,071 709 ,635 110 ,695

 4 203 ,982 54 ,732 1 ,891 ,900 1 ,990 ,584 515 ,736 705 ,036 110 ,188

 5 204 ,892 54 ,973 1 ,879 ,574 2 ,009 ,800 499 ,782 703 ,691 110 ,384

 6 205 ,223 55 ,688 1 ,898 ,073 2 ,021 ,311 ＊     503 ,165 707 ,374 111 ,095

 7 205 ,714 55 ,874 1 ,890 ,096 2 ,027 ,515 503 ,133 706 ,946 111 ,222

 8 P     206 ,117 56 ,520 1 ,883 ,718 2 ,031 ,829 503 ,165 707 ,804 111 ,527

2015 . 3 △1 .7 △1 .2 1 .0 3 .9 2 .8 2 .1 2 .4

2016 . 3 △1 .7 △1 .2 1 .3 3 .5 3 .5 2 .3 2 .8

2017 . 3 △1 .2 2 .3 △0 .4 3 .9 3 .2 2 .7 3 .4

 

2017 . 8 △0 .6 5 .1 △0 .7 3 .8 3 .4 2 .8 3 .8

 9 △0 .1 5 .3 △1 .0 4 .0 3 .4 3 .0 3 .9

 10         △0 .4 5 .6 △1 .3 3 .9 3 .3 2 .8 3 .8

 11 △0 .2 5 .2 △1 .8 3 .9 3 .4 2 .6 3 .8

 12 0 .0 6 .0 △1 .3 3 .8 3 .3 2 .6 4 .0

2018 . 1 0 .0 5 .5 △1 .2 3 .8 3 .3 2 .6 4 .0

 2 0 .2 5 .1 △1 .7 3 .8 3 .3 2 .6 4 .0

 3 0 .4 6 .1 △1 .6 4 .1 3 .3 2 .6 4 .1

 4 0 .3 5 .7 3 .7 3 .9 3 .3 2 .2 4 .0

 5 0 .4 6 .4 3 .5 4 .7 0 .3 2 .2 4 .1

 6 0 .4 7 .7 4 .5 5 .0 ＊        　0 .3 2 .4 4 .4

 7 0 .5 7 .6 4 .4 5 .0 0 .2 2 .1 4 .1

 8 P        　0 .7 7 .2 4 .5 5 .1 0 .1 2 .1 4 .1
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本誌に掲載の論文、資料、データ等の無断転載を禁止いたします。

　農中総研では、全中・全漁連・全森連と連携し、東日本大震災からの復旧・復興に農林漁業協
同組合（農協・漁協・森林組合）が各地域においてどのように取り組んでいるかの情報を、過去・
現在・未来にわたって記録し集積し続けるために、ホームページ「農林漁業協同組合の復興への
取組み記録～東日本大震災アーカイブズ（現在進行形）～」を2012年 3月に開設しました。

　東日本大震災は、過去の大災害と比べ、①東北から関東にかけて約600kmにおよぶ太平洋沿岸
の各市町村が地震被害に加え大津波の来襲による壊滅的な被害を受けたこと、②さらに福島原発
事故による原子力災害が原発近隣地区への深刻な影響をはじめ、広範囲に被害をもたらしている
こと、に際立った特徴があります。それゆえ、阪神・淡路大震災で復興に10年以上を費やしたこ
とを鑑みても、さらにそれ以上の長期にわたる復興の取組みが必要になることが予想されます。

　被災地ごとに被害の実態は異なり、それぞれの地域の実態に合わせた地域ごとの取組みがあり
ます。また、福島原発事故による被害の複雑性は、復興の形態をより多様なものにしています。

　こうした状況を踏まえ、本ホームページにおいて、地域ごとの復興への農林漁業協同組合の取
組みと全国からの支援活動を記録し集積することにより、その記録を将来に残すと同時に、情報
の共有化を図ることで、復興の取組みに少しでも貢献できれば幸いです。

　（2018年10月20日現在、掲載情報タイトル4,272件）

ホームページ「東日本大震災アーカイブズ（現在進行形）」のお知らせ

URL : http://www.quake-coop-japan.org/

本誌に対するご意見・ご感想をお寄せください。
送り先　　〒151-0051　東京都渋谷区千駄ヶ谷 5－27－11　農林中金総合研究所

ＦＡＸ　 0 3 － 3 3 5 1 － 1 1 5 9
Ｅメール　norinkinyu @ nochuri. co. jp
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